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■  エ ッセイ

]東大震災

わたしの祖父は,片山正雄といって, 日本で初めての本格的な独和辞典を

つ くった 昭和 8年に 55歳で亡 くなったので, わたしは祖母や父からの話

でしか祖父のことを知 らない 祖父の辞書のうち,「双解独和小辞典」 だけ

が,戦争後 も細々と版を重ねていて,わ たしが大学に入って ドイツ語を第二

外国語に選んだとき,父が くれたこの辞書は,当時すでに歴史を感 じさせ

た.な にしろ,あ、つうのアルファベ、ントではなく,古い ドイツ語独特の花文

字を使っていたのだ

先国家内が図書館に行って何気なく片山正雄という名前を検索 してみたら

しい。あなたのお祖父さまの辞書を見てみたいと言いだ した そう言われ

て,わ たし自身も何となく祖父の辞書をもう一度手にしてみたくなった 都

内で会議があったある日,本郷消防署近 くの南江堂という出版社に寄ってみ

た。約束もなく,夕方 5時をすぎた時間だったが,取締役の高橋正男さんが

話を聴いてくださった.南江堂は,戦災を受けたうえ,そ の後 も火災を出し

たという。今は ドイツ語の教科書や辞書は出版 しておらず,医学の専門書の

出版社として知 られている。高橋さんは,若いとき短期間だが ドイツ語の教

科書や辞書の出版に関係されたそうで,祖父の辞書のことを覚えていてくだ

さった 探 してみましょうということでその日は終わったが,数 日後に「見

つかりましたJと いうお電話をいただいた.

見つかった辞書は,昭和 2年 7月 1日 初版発行,昭和 16年 12月 5日増訂

第 21版発行の「双解独和大辞典」 (2,465ペ ージ), 定価 11円 は当時にすれ

ばずいぶん高い本だったようだ.

大辞典のたった 2ペ ージの前書きを,わ たしは繰り返 し読んだ。大学教授

を続けるか,辞書づ くりに専念するかで,祖父がたいへん迷ったということ

は,祖母から何度か聴いたことがある.教師は良い辞書を使 うにもかかわら

ず,生徒は豆字引を使って,良 い辞書を引きさえすれば解ることを,教師か

ら秘伝のように口移 しに教えられている.教師と生徒がいっしょに使える辞

書をつ くりたい.わ たしは, これを読むまで,な ぜ祖父が「双解Jと いう文

字を付けたのか知 らなかった。

それにもまして,驚 いたのは,次の一文である.

「大正 4年の夏, 南江堂の依嘱に応 じて一大決心を以って之を起稿 し, 大

正 12年 には原稿は殆ど全部を, 組版は大半を完成 したが, 同年 9月 1日 の

関東大震災のために紙型組版の全部と残余の原稿の大半を焼失 したので,手
元に残った校正届1の 古紙を種に再びそれ等の復興に着手 し,本年 3月 には原

稿を, 5月 には印刷を完了 して世に公にすることを得た。 これがために私は

私の生涯の中か ら取 り返 しのつかぬ約 4年の星霜を犠牲に供 したが,(第 1

次世界)大戦終息後手に入れることの出来た新材料等に依って旧稿に多少の

補訂を加へることを得たのはせめてもの慰藉であるJ

私 も, かれこれ 40年 ほど土木工学, 地震工学の教育や研究に携わってき

たが,祖父が失 った 4年 の星霜のどれだけを取 り戻せただろうか。「昭和 4

年 4月 10日 第 1版発行, 昭和 27年 6月 1日 改訂第 21版発行」 という, す

り切れた革表紙の小辞典の方は,そ の後,家 にあることがわかった.



茂木清夫

東海地震対策の再検討を

問題は1可か

東海地方で大地震が発生するおそれが指摘さ

れ,そ れが起こる場合に備えて,事前に予知する

ことによって災害を軽減 しようという考えのもと

に「大規模地震対策特別措置法J(以下,大震法と

略記する)が 1978年 に制定,施行されて今日にい

たっている.大震法の特徴は,大地震が高い確度

で予知されることを前提とし,警戒宣言を発令 じ

てそれに対応する措置がとり決められていること

である。 しかも, この対応措置は後で説明するよ

うに, きわめて社会的影響の大きいものである。

地震の短期予知 は前兆現象を観浪1す ることに

よっておこなわれるが,前兆現象のあらわれ方は

場所により,時によって違う複雑性,不確実性が

あって,確度の高い予知は一般に困難であるが,

「M8級 の東海地震はほば確実に直前予知が可能

であるJと いう前提で大震法が制定された。これ

については後述の通 り大いに問題があるにもかか

わらず, このような法律ができた。それは当時の

地震専門家が地震予知についてかなり楽観的な見

方をしていたからではないかと思われるかも知れ

ない.

ところが, この法律制定のときに国会で参考人

として意見を述べたほとんどの地震専門家 (大学

教授)は,法律制定には反対 しないものの,現段

階では確度の高い地震予知はむずか しいこと,地

震予知はまだ研究開発途上の問題であるという意

見をくりかえし,そ のことを十分考慮すべきこと

を述べていたのである。また,内閣に設置された

地震予知推進本部 も地震予知はまだ開発段階にあ

り,判定会が発足 したからといってすぐに確度の

高い予知は期待できない, との見解を公表 してい

た (科学技術庁,1977年 ).

こういう確度の高い短期予知に慎重な意見が強

かったにもかかわらず,政府 (国土庁,気象庁)

は確度の高い予知を前提 とした大震法を成立さ

せ, しかも,警戒宣言が発令されると, きわめて

大きな社会活動への影響を与えるにちがいない強

い対応措置をとることを決めて今 日に至 ってい

る.

筆者はこれは実情に合わないことが気になって

いた.地震の前兆現象出現の不確かさを考える

と, 地震が短時日のうちに発生する確率を 100%

(黒)か 0%(白 )に峻別 し,黒の場合は全国の社

会的機能をマヒさせかねない強い規制をとる現行

の対応措置は適切でなく, このような二者択一で

はなく,中間 レベルの規制のゆるい「注意報的な

ものJを も設ける必要があることを提言 した.

1991年 に地震防災対策判定会の会長 (第 3代 )

を委嘱されると,直ちに,気象庁長官,国土庁防

災局にその趣旨を説明し,検討すべきことを訴え

た 気象庁は一時この問題を真剣に考えたときも

あったが, 日に見える進展が見 られず,1996年 3

月に会長を辞任 した。これを契機に,よ うやく各

方面でこの問題の重要性が認識されてきたようで

あるが,具体的な動 きがないままに経過 してい

る 多 くの人が賛同の意見を寄せて くれている

が, この問題がいかに重要で緊急な問題であるか

をあらためて強調 したい.

大震法の制定

法律の成立の経過は 1979年 に地震予知連絡会

が出した「地震予知連会 10年のあゆみ」に大震法

の制定にかかわった気象庁の末広重二さんたちが

執筆 しているので,そ の一部を以下に紹介する.
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同書の「第 15節 東海地域判定会Jに 大震法成立

直前の状況が記されている.

「駿河湾地震説の発表は,静岡県を中心 とする

東海地域に各種の社会的影響をおよばし,地震予

知の早期実現に対する要望は非常に大きなものと

なってきた。また,地震予知の研究を推進する側

においても,東海地域に展開 している各種の観測

で, もしかしたら大地震の前兆をとらえることが

できる場合も起こり得るのではないか,ま た,直

前予知に有効と考えられる観測項目や観測数を増

やせばこの前兆捕捉がもっと確実になるのではな

いか。このような場合には直前予知 も可能ではな

いかというような意見が出てくるようなところま

できた.こ のような動きに対応すべ く,文部省測

地学審議会は 1976年 12月『第 3次地震予知計画

の再度一部見直し』を建議 した。」

ここでは, もしかしたら直前予知が可能かも知

れないというように,予知の可能′性についてかな

りひかえめに書いてある。この認識は法案制定に

あたって参考人として意見を述べた前述の大学教

授 (筆者 も含む)と ほぼ同じである。国会での議

員と参考人の意見のやりとりについては,拙著

「地震予知を考えるJ(岩波新書)でかなり詳 しく

紹介 したので参照されたい.

ところが,つ づ く「第 16節 大規模地震対策特

別措置法」ではつぎのような記述からはじまる。

「前述の判定会の発足にともない,東海地域での

大規模地震について物事がすべてうまく進行 した

場合,直前の予知情報が出される可台旨性が出てき

た。この際,予知情報を実効あるものとするため

に,防災対応措置を主とした対策をたてることが

必要となってきたJと して,「大震法Jが 1978年

に成立,施行されたことが述べられている.

その中の「法律のあらまし」の中で, この法律

の対象となる地震についてつぎのように述べてい

る。「現在の地震予知の技術水準では,すべての地

震を予知することは不可能であるが最近の予知技

術の進歩にともない,直前予知に有効と思われる

各種目の集中観測,常時監視体制を強化すること

により,地震発生の前兆現象を比較的広範囲にか

つ確実にとらえることができると考えられている
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大規模な地震 (現在の地震予知技術ではマグニ

チュー ド8程度)を対象とする.Jそ して,東海地

震がその対象となった.

大震法直前のひかえめな記述に対 して,「法律

のあらましJでは「M8の大規模地震では前兆現

象を比較的広範囲にかつ確実にとらえることがで

きるJと ,わ ずか 1,2年の間に大きく飛躍 したの

である。そして, これが東海地震はほぼ確実に予

知出来るという,予知を前提とした大震法の成立

の根拠とされた。

地震予知の不確実性

これは当時の我々の一般的見解からは突出した

ものであったと思 う.1980年に日本学術会議の地

震予知小委員会と地震学会の共催で開いた地震予

知研究 シンポジウムで,地震予知小委の委員長で

あった筆者と佐藤良輔地震学会委員長が連名で書

いたプロシーディングスの序文に,次のような文

章がある。

「前略―.こ こで,な ぜ東海地域の大規模地震の

実用的予知の実施に踏みきったかの根拠につい

て,ご く簡単に私見を述べてみたい.な ぜならば,

一部には地震を予知することは本質的に不可能で

あるという考えさえあるようである.も し,東海

地域に大規模地震が起こる場合に,そ れを予知す

る可能性が期待できないか,あ るいはその可能性

がはなはだ低いのであれば,判定会もそれにもと

づ く法律その他の措置もすべて架空の絵物語であ

るということになるからである.

確度の高い実用的地震予知はまだ多 くの場合成

功 していないのが実情である 中国の場合はいく

つかの大地震の予知に成功 しているようである

が,確たる方法が確立 しているなどというもので

はないようである.ま た,世界中の地震の中には

明瞭な前兆現象が観浪1さ れた例が少なか らずあ

り, これらのデータが参考になることはもちろん

であるが,前兆現象の起こり方は場合によってち

がい, これらのデータをもとに東海地震の予知の

実用化に踏みきる根拠にする訳にはいかない.特

に,海溝や トラフ沿いの巨大地震についての情報



は大変少なく,そ の発生時期を実用的な正確度で

予知 したという例は全 くないのである.J

この長い文章を引用 したのは,大震法がスター

トして 2年という時点で東海地震の予知を楽観的

に見ていない状況が読みとれるからである 東海

地震の実用的予知体制をスター トさせたのは,確

度の高い予知ができるという根拠があったからで

はなくて,東海地方という人口密集地域で地殻歪

みが蓄積されていて,いずれは大地震が起こるこ

とが予想されている所であるので, ここで実用的

な地震予知に挑戦するのが地震研究者の責任であ

り,社会から要望されていることでもあるからで

あったと思 う.し たがって,確実な予知ができる

ことを前提とした対応策はとるべきではなかった

のである.

「東海地震」に前兆現象があるかどうかを予想

する参考資料が全 くなかったわけではない.実

は,東海地域の西側隣接地で 1944年 の東南海地

震が起 こった時に,国土地理院は静岡県の掛川付

近で水準測量を実施 していた。筆者がはじめて東

海地方で大地震が起こる可育旨性があることを指摘

したのが 1969年 であるが,国土地理院の佐藤裕

さん (1970,1977)は II・卜∫||(図 1参照)の水準路

線の測量の往復のちがいを発見し, これは測量誤

差を超えるもので, この地区で東南海地震直前に

1秒以上の南上 りの傾斜があったと見られること

を報告 した この佐藤さんの指摘は,想定されて

1944年東南海地震の本震・余震分布 (M4

以上)と 控‖|の位置

いる隣の東海地震でも前兆的地殻変動が期待でき

るかも知れないことを示唆する唯一のものであっ

た.

しかし, この測定結果に疑間を持つ人 もいた。

たとえば,当時地震研究所で地震予知の研究に打

ちこんでいた津村建四朗さんとこの問題について

長時間話 し合ったことを記憶 している.1981年頃

だった.彼はかつて国土地理院にいて水準漫1量に

従事 したことがあり,そ の経験では水準浪1量には

誤差が起こりやす く, この「変化」は多分測量の

誤差であると思 うというのである。

そこで筆者はこの変化が本物であるかどうかを

徹底的に調べる必要があると考え,国土地理院に

通って,当時の漫1量原簿にもとづいて検討 した

同時に,掛川付近の水準点の現場を確認 し,近 く

にある浜松測候所で,東南海地震の地震計による

振動記録,地震発生前後の気温や風速 も調べた

その結果, この変化は浪1定誤差によるものではな

いとの結論に達 した 図 2は接‖||に 近い水準路線

の相隣る区間 (700m)の 高度差の変化曲線であ

る.隣りあう区間の変化が非常に似ていることは

この浪1量結果が信頼できることを示している.

図 3は一連の浪1量結果から推定 したこの地区の

地盤の傾斜量の時間的変化である 地震の 1,2日

前に明瞭な変化が見られる もし,東海地震の場

合に接‖||で とらえられたような明瞭な直前の地殻

変動があれば,今 日のかなり充実 した観測網を

もってすれば,十分とらえることができると思わ

れる。現在の東海地震の判定会では,図 3の 曲線

を参考にしようとしているようである.

しか し,推HIIの地盤変動曲線が東海の場合にも

再現されるとは限 らない.第一の理由は,現在想

定されている東海地震の震源域と推‖||の 変化が起

こった 1944年東南海地震の震源域 とはちがうこ

とである (同 じところで起こっても,かならず再

現するとは限 らない).第二の理由は,図 1か らわ

かるように,東南海の震源は紀伊半島沖にあり,

その北東 150 km以上 も離れた,震源域の端にあ

る掛川でこのような変化が起 こったが,そ の物理

的な意味はまだわかっていないことである.

図 1
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東南海地震

|

①

68  7日
1944今■12月

(a)                                   (b)

図 2(a)掛 り||か ら三倉に至る水準路線 白丸 :一等水準点で,数字はその番号 :4ヽさい黒丸 :測量中

に仮設した固定点。 (茂木,1982)

(b)相隣る水準測量の区間②及び③ の地震の直前,直後の高度差の変化曲線,縦軸の正は各区

間の南東側の隆起を示す ① については地震直後の変化 (掛川側隆起を正)の みを示 した

(資料は国土地理院による)(茂木,1982)

傾
　
斜

1944年 12月

図 3 区間①②及び③から求めた地盤の傾斜量

の時間的変化 (茂木,1982)

測地学審議会のレビュー

1997年 ,文部省測地学審議会は地震予知計画の

実施状況などについてのレビューを発表 した.大

震法が制定されてか ら20年 もたつのに,東海地

震の予知の確実さについて,そ れまで公的に一度

も検討されたことがなかった。この報告書でこの

4-地震ジャーナル

問題を正面からとりあげ,状況を分析 し,問題点

を指摘 した.そ の中で,予知の不確実性について

述べているところを要約すると次の通 りである。

「現在想定 されている東海地震の隣接地で起

こった東南海地震の前に接‖||で水準測量をしてい

たところ,地震の前にかなり顕著な異常と見られ

る地盤の傾動があった.も し,将来発生するとさ

れる東海地震の直前にも同 じような変動が起 こ

り,そ の時間的経過 も同じであれば,警戒宣言を

発令 して予知することが可能であろう.し かし,

同じ現象が東海地震で繰 り返されるという保証は

必ず しもない。時間経過が違 う場合,変動が小さ

い場合は予知は困難である.東南海地震の事例だ

けからは予知が可能である場合の確率を推定する

ことはできない つまり,東海地震の直前に前兆

現象が現われるかどうか,現われるとしてどの程

度のものか, どういう時間経過をたどるかについ

て,そ れを予測する根拠が乏 しく, どれくらい予

知が可能なのかを推定することはできない

大震法を受けて,判定会が設置され,体制面に

おいて業務 として警報を出す形はできたが,『 し

かし,予知手法の科学的根拠 と予知情報の社会ヘ

東南,毎地震

|



の影響については,更に検討すべき課題が残され

ている』鮮民告原文のまま).J

「注意報的なもの」の必要性

筆者が論文でこのことを初めて指摘 したのは,

1987年 の地震予知研究 シンポジウム (日 本学術会

議地震予知小委員会,地震学会共催)においてで

ある.そ の論文集の中の「東海地域における地震

予知の 2,3の問題」の最後で次のように書いてい

る.

「なお,大地震に結びつ くと思われる明瞭な前

兆現象が認められた場合に警報を発するわけであ

るが,やや不明瞭ではあるけれども気になる前兆

的 (?)変化が認められる場合 もあるであろう.

また,警報を解除 したが, さらにある程度の警戒

を続けることが必要な場合もあるであろう。その

ような場合は注意報ともいうべきものを出すのが

よいのではなかろうか。東海地域のように膨大な

人口を有 し,各種の社会活動が活発な所では, き

めの細かい情報の提供と,それに応 じた適切な対

応が非常に重要である.J

大震法ができると同時に,警戒宣言が発せられ

た場合,政府,地方自治体,各企業,一般市民が

どのように対応すべきかが国土庁によって決めら

れた (表 1).大震法では予知できることを前提と

しているために,そ の刈応措置は間もなくほぼ確

実に大地震が起こると考えられる時に取 られるべ

きものと同程度の厳 しい内容になっている.東海

地震が起こった場合に震度 6と想定される地域が

静岡県を中心に防災対策強化地域に指定された.

注意報 (案 )

この地域は社会活動が活発であると同時に,東京

と大阪の中間に位置 しているため,東海道新幹

線,東名高速道,中央高速道という大動脈が走っ

ている。

警戒宣言が発令されると,強化地域内では, こ

れらの新幹線,高速道をスットプさせ,銀行・郵

便局の窓口を閉め,デパー ト・スーパーは店を閉

じる.病院の外来診療も中止 し,学校の児童生徒

は帰宅させる。まるで戒厳令下の規制のようなも

のである.首都圏 と中京・関西圏が突然分断さ

れ,そ の社会的損失が莫大なものになることは明

らかである。

このような強い規制のもとでは何日ももたない

であろう.と ころが,1983年 の日本海中部地震の

ように,前震発生か ら12日 後に大地震が起 こっ

た例 もある。このようなことを念頭におくと数日

から10日 間 ぐらいは警戒を続けなければならな

いことになる。

このような重大な社会的影響を与えかねない規

制を行 う場合には,そ の必要性が確実にあるこ

と,それがどのような影響を与えるものであるか

を事前に検討すべきである.つ まり,ア セスメン

トを行い,広 く意見をきくべきである.

1991年,筆者が判定会会長になって,ま ず,こ

のことに法的な責任をもつ国土庁の担当者に問う

た所,そ ういうことは行っていないし,行う気 も

ないという。幸い民間のシンクタンクである日本

総合研究所がこの問題の重要性を認識されて,警

戒宣言を出した場合の経済的損失を試算 して発表

した.そ れによると,表 1に示 したように,1日 あ

たり概算で 7,200億 円の損失があるという.警戒

宣言は何日間続 くかわからないが,そ れを出すと

数兆円の損失を覚悟 しなければならない.

ある地殻の異常変化が認められ,警報を発表 し

たが空振りだったということは十分あり得る。米

国のカリフォルニアのパークフィール ドという所

で,過去にどのような前兆現象があったかという

経験をもとにして警報を出したが二回とも空振り

に終った.東海の場合はそういうデータのない所

でのぶっつけ本番である.パ ークフィール ドは過

疎地での実験だったからほとんど社会的な影響が

新幹線

高速道

銀行,郵便局

スーパー, デパー ト

病院外来

学校

徐行運転

徐行

通常

通常

通常

通常

表 1 東京地震の警戒宣言と注意報による対応の違い

ス トップ

閉鎖

閉鎖

閉鎖

閉鎖

休校

7,200億円/日社会的コスト 大幅に減少

東海地震対策の再検討を一巧



なかった。 しかし,東海の場合はちがう。数兆円

の損失を覚悟 して, 自か黒かの二者択一の判定を

求められている.

現行の大震法は,異常があったら “見逃 し"は

しないというのを基本的立場にしているので,僅
かな変化でも警戒宣言を出すことになるかもしれ

ない その場合は当然空振りが多 くなる 一方 ,

その膨大な社会的コス トを考えると,よ ほどの変

化が起 こるまで躊躇 してしまう可能性がある。そ

うすると見逃すことになる.

この見逃 しと空振 りの両方をできるだけ避ける

には,自か黒かの二者択一ではなく中間の灰色情

報が必要となる。 天気予報でも, 0%と 100%だ

けの降水予報ではなく,30%,50%な どもある確

率予報を行っている.天気予報の場合は,気象衛

星で雲の動きを直接とらえるなどの充実 した観測

が行われ, しかも毎日が経験の積み重ねとなって

いる.そ れでも予報がなかなか難 しいことを我々

は実感 している。それに比べ,地震は地下深部の

破壊 (又 は急激なすべり)に よって起こる。その

発生に先行するわずかなシグナルを地表でとらえ

てその発生場所,大きさ,時期を予知 しなければ

ならない しかも空振 りのコス トは膨大である

0%と 100%だ けの判定でそれに対応できるわけ

がない したがって, もっと規制の緩い,社会的

コス トが小さい注意報が必要なのである.

緩やかな予報でも大きな効果

この注意報で取るべき対応措置としては,筆者

の個人的考えでは,表 1に示 したように,新幹線

や高速道路などはス トップさせずにスローダウン

にとどめ,病院外来や銀行 。郵便局・デパー トな

どは閉めない。市民の日常生活への影響をできる

だけ小さくしながら,被害を軽減するための情報

を提供する.こ こで重要なことは,注意報を出し

て各人の判断にまかせるのではなくて,行政が中

′亡、となって注意報に対応する社会の対応措置を前

もって決めておき,混乱なく機能するようにして

おくことである

高速で市街地を走っている新幹線は,大地震の

∈―地震 ジャーナル

時には大きな災害をもたらす可能性が高い.し か

し,徐行 していれば災害は大幅に少なくなるだろ

う 1995年の阪神大震災の時に,地震が早朝に起

こったために,高速の新幹線はまだ走 っていな

かったことは幸いであった。 もし地震の発生がも

う少 しおそかったら, もう一つの大災害が起こっ

ていただろうと言われている.と ころが私鉄はす

でに運転を始めていた それにも拘わらず,ほ と

んど人的被害がなかったが,そ れは電車の速度が

おそく, とっさの対応ができたからである.新幹

線を完全にス トップさせずに,徐行させるメリッ

トは大いにあることがわかる.地震のある程度の

切迫性が予報され,前述のような措置がとられ,

家庭でも家具の固定や火元確認を行 うなど市民が

日常生活の範囲内で整然と備えるならば,地震が

突然起こった場合に較べて被害は大幅に軽減され

るだろう。

筆者が判定会会長に就任 した時に気象庁長官

だった立平良三氏は,確率予報の専門家であった

ためかも知れないが,筆者の提言の重要性を直ち

に理解された.1年後に定年退官 したが,翌 1992

年の雑誌『科学』の座談会で,「東海地震の警戒宣

言が出たらこういう応急措置を取 りなさいという

ことがいろいろ決められています。その社会的コ

ストはどの程度なので しょうか。発足当時から社

会情勢 も変化 していることで しょうから,そ れが

合理的なものかどうか検討の時期にきているので

はないかと思います.Jと述べている.数 力月前ま

で長官であった人がこういう意見を述べているの

である また,気象庁は翌年 (1993年)の月例の

判定会打合せ会で,今後の判定会の運営について

述べた文書の冒頭で,「判定会長の指摘されてい

るとおり,現行のシナリオだけを念頭においた判

定会運営体制とそれに関連する世の中の防災体制

は万全ではなく,いわゆる灰色判定問題を処理す

るなんらかの強力な改善策を計る必要がある」と

述べ,灰色情報の問題に積極的に取 り組む姿勢を

示 した。しか し,結局,「注意報が必要だといって

も,大震法があるからできないJと いう状況が続

いた。



最近の動向

筆者は 1995年 2月 15日 の衆議院科学技術委員

会の参考人として出席 し,原田昇左右議員の質問

に答えた。原田議員は大震法の成立時に中心に

なって活動されたと聞いている 質問の冒頭で注

意報問題についての説明を求められたので,その

趣旨をややくわしく述べたところ,

「警戒宣言でなくて注意報 ぐらいを出したらど

うか, ちょっと危ないときに。一 (略 )一それにつ

いて一つ, これは現行法でもうできている.現行

法の運用の問題ですから,ぜひご検討おきいただ

きたい。たいへん貴重なご意見だと思う」と述べ

ている。

ところが,い っこうに再検討の気配が見 られな

いので, いかに現状が危機的状態にあるかを目に

見える形で世に訴えるために,1996年 3月 に会長

を辞任 した.マ スコミがこれを大きく報 じたこと

もあって,「注意報問題」は多 くの人々が注目する

ようになった。どうしてそういう当然と思われる

提案が受け入れられないのか, という声が多い。

広瀬弘忠東京女子大学教授は次のように述べて

いる。「東海地震の直前予知判定を『 シロ』と『 ク

ロ』の間に『グレー』の領域を設けて三件法で行

うというのは素人目にも至極当然の提案である.

では,気象庁など東海地震対策を担 う官庁は,な

ぜ,茂木の意見を採用 しなかったのであろうか。

理由は単純である。大規模地震対策特別措置法

が,あ いまいな『グレー・ゾーン』の存在を認め

ないからである。東海地震を 100%直前予知でき

るという前提に立ったこの法律が,今 日,科学的

な1方災対策をいかに非科学的に呪縛 しているか,

まさに驚 くほかないのである.J

1999年 7月 ,中央防災会議が「東海地震に備え

た地震防災基本計画を 20年ぶりに初めて改定 し

たことがかなり大きく報 じられた しかし,最も

緊急を要する注意報の問題には全 く触れず,実質

的な見直 しをほとんど含んでいないものであっ

た この発表のす ぐあと, この問題の事務局であ

る国土庁 (現,国土交通省)の震災対策課長から

大学の研究室に電話があって話をしたいとのこと

である。前出の原田議員から,今回の改訂に当っ

て筆者の意見を聞いたか,聞いていなかったので

あれば,す ぐに話を聞いてくるように言われたと

のことであった。翌日,課長補佐と二人で訪ねて

来 られ,長時間話 し合った。それによると,「注意

報問題」の重要性は十分認識 していること,今回

の見直 しと報 じられたものはそれを目指 したもの

ではなく,ほんの小さな手直 しにすぎず,次にこ

の問題の検討に向かって行 く考えであるとの話で

あった.し かし,い まだにそのような動きがある

ことを聞かない.こ のままでは大震法は単なる作

文に終わりかねない.適切に予知情報を出して災

害軽減に役立てるためには,直ちにこの重大な問

題に積極的に取 り組むべきことを改めて強調 した

ヽヽ.

付言己1)注意報を導入することの難 しさをいう理

由として,白・灰色・黒を分ける定量的な尺度

がないことをあげる人がいる。 しかし,自・黒

を峻別する定量的尺度もないのであって,それ

以上の難 しさがあるのである

付記(2)気象庁が「東海地震の否定はできない

が,警戒宣言を出すには至っていないJ場合に,

「観測情報Jを 出すという。この情報に対する対

応措置を行政は決めておらず,各 自の判断で行

動せよというが,各自が判断 して勝手に行動す

れば大きな混乱をまねく.本論における「注意

報Jと は重要な点でちがうものである.

付記(3)静 岡県が「東海地震Jに予知型と突発型

の二つを想定 して対応することにしたという

が, これには,あ まり明瞭ではない異常変化も

できるだけ活用 して予知に役立てて災害軽減を

はかるという積極的な姿勢が見られない

東海地震対策の再検討を一二7



東海地震の警戒宣言における灰色情報

東海地震対策において特筆すべき点は,昭和 53

年に制定された「大規模地震対策特別措置法」(大

震法)に よる「地震防災対策強化地域」 (強化地

域)の指定と「警戒宣言Jの発令である 「地震防

災対策強化地域Jは,内閣総理大臣が大規模な地

震が発生するおそれが特に大きいと認められる地

域で,地震が発生 した場合著 しい地震災害が生ず

るおそれがあるため,地震防災に関する施設を強

化する必要がある地域を指定することとしてい

る.指定にあたっては,中央防災会議へ諮問 し答

申を受けおこなう 静岡県を含む 6県 167(当 時

170)市町村は,昭和 54年 8月 に指定された。「警

戒宣言Jについては,内閣総理大臣が気象庁長官

から地震予知情報の報告を受けて,地震防災応急

対策を実施する緊急の必要があると認めたとき,

閣議にかけて発するとともに,地震に対する警戒

体制を執 るよう公示などをすることになってい

る.

国は大規模な地震を予知するため強化地域内に

観測施設を設けており,静岡県下には地震計,歪

計,傾斜計,GPSな ど約 400の 観浸1点に及ぶ地震

前兆現象監視システムが展開されている.異常現

象が認識されたとき「地震防災対策強化地域判定

会Jが招集され,判定会が現象の判定を行った結

果,大規模な地震の発生につながると判断したと

き気象庁長官に報告される

強化地域の指定が行われたときには,中央防災

会議は地震防災基本計画を作成することとなって

いる.地震防災基本計画は,指定行政機関,指定

公共機関,地方自治体が作成する地震防災応急計

画及び特定の民間企業などが作成する地震防災応

急計画の基本となるものである.計画の内容は,

① 警戒宣言が発せ られた場合における国の地震

防災対策の基本方針,②地震防災強化計画及び地

8 地震 ジャーナル
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震防災応急計画の基本となるべき事項,③ その他

総合的防災訓練など政令で定める事項である.

1.灰色情報による影響

灰色情報についての検討は, ここでは自然現象

の変化を理学的に扱 うのではな く,公 的機関に

よって情報として社会に提供されたものとする.

そのため警戒宣言が発令されないが大規模な地震

の発生前に出現する現象,或は他の理由によって

大規模な地震の発生前に出現する現象と似た現象

について公的機関が発表 した状況を想定する。気

象庁や国土地理院などでは,地震予知観浜1網にお

いて地震防災対策強化地域判定会の招集基準に至

らないものの一定の異常が認められた際に,「東

海地域の地震・地殻活動に関する情報」を出すこ

とになっており, これらの′
情報 も状況によっては

灰色情報となる場合がある

また,灰色情報が社会全般に与える状況の変化

については,情報の受け手が社会的に重要な機関

や組織の規模が大きいなどによって異なる '1え

ば高速道路において速度規制やインターチェンジ

において流入規制を行えば,人の移動や物流の停

滞や停止が起こり,そ の影響が経済や防災対策行

動に表れる 一方,ラ イフラインのなかでも水道 ,

ガス供給において,供給量を減 じたり,圧力を低

下させても影響が少ない場合 もある しかし,通

常の社会的,物流において物資が停滞や停止する

ことは,安全倶1か危険側のどちらかに傾 くと考え

られる.安全側に働 くとは一時的であれ物資が備

蓄され,危険側とは車両等が渋滞 しているときに

警戒宣言や発災 した場合の想定である



2.灰色情報の取扱い

灰色情報の扱いについて,ま ず考え方を述べて

おきたい.警戒宣言発令前という特殊な状況下に

おいてこそ情報の意義があるので,個人的に利用

できる情報であってはいけない。あくまでも個人

が行動するか否かは別にしても,大震法でいう指

定地域内の社会全般が共通 した認識を持つもので

ある.こ の種類の情報を特定の機関や組織では,

特に灰色情報と称さなくとも自衛手段として特別

に行動する情報として扱うものと考えられる。そ

のため,情報の扱い方について機関や組織の計画

に明示 し,関係する機関や組織に独自の行動をと

ることを予め知 らせておくことが,社会的混舌Lを

防ぐこととして必要となる それでは現行の警戒

宣言の扱いはどうなっているのであろうか

指定行政機関や指定公共機関は,地震防災基本

計画と防災業務計画によって,警戒宣言が発せら

れた場合における行動が規定されている 地方自

治体は,地震防災基本計画と防災業務計画によっ

て地震防災強化計画を作成する。これらは防災対

策の方針が一貫 し,関係機関が連携 して防災対策

が取れることを狙いとしていることから,地方自

治体においては上位の機関に計画内容を協議 し承

認を得ることになっている また,地震が予知さ

れた場合には,内閣総理大臣が発する「警戒宣言」

から地震発生までの地震防災応急対応を地震防災

応急計画として位置付けている

強化地域指定 6県ならびに市町村の地域防災計

画地震対策編などにおいて,警戒宣言の発令から

地震発生までの間, また警戒解除宣言が出される

までの応急対策について,地震防災応急対策の中

で扱 っている.

それでは灰色情報 はどこで扱 うべきかと言 う

と,現行の防災計画では扱 う場所がないので,改

めて対策内容を書き加えることになる.計画に新

しい事項を盛 り込む場合,中央防災会議における

決定事項や防災関係省庁からの通達などでは,取

り扱い業務は比較的に簡単であるが,そ の他の考

え方を計画に位置付ける場合には困難を伴う。計

画化を図るには, まず内容の根拠を示す必要があ

る.新たに灰色情報による行動を計画に加える場

合,警戒宣言に対 して前駆的な情報としての位置

付け,地震予知観浪1データなどから灰色情報と断

定する基準,情報の法的位置付け,情報取 り扱い

の責任など従来の警戒宣言と連動 した仕組みとす

ることが要求される。

このように述べると新 しい提案ができないよう

に見えるが,根拠や基準などを除き,県や市町村

の防災会議の承認を経て計画化することが可能で

ある 灰色情報を防災対策の有効な手段として捉

え,I●L域住民が情報を生かして災害に備えるため

の仕組みであれば理想的である。これらの手続き

として,市町村計画であれば地方防災会議会長の

市町村長から,県防災会議会長の県知事に協議が

あり,協議が整えば承認され計画として運用され

ることになる.灰色情報の扱いについては一市町

村だけの運用では効果が発揮出来ないことから,

県防災会議会長から中央防災会議会長への協議 ,

あるいは防災担当省庁に制度化を要望することに

なる.いずれにしても地方自治体が単独で計画化

はでき得ない。また,複数の自治体をまたがる施

設では,個々に設置されている自治体に提案 し,

計画化されてから上位の計画に位置付けていく方

法より,中央機関が決定 してから下位機関に方針

と計画を位置付けていく手法が通常である.

3 現行制度において灰色情報を想定 した場合

現行制度において,灰色情報が提供される状況

を予漫1し てみる 1998年 11月 ,当時の国土庁,気

象庁,消防庁は「東海地域の地震・地殻活動に関

する情報の基本的な考え方についてJと して,い

わゆる「東海地震」が発生する恐れがあると認め

るときは,気象庁長官は内閣総理大臣に「地震予

知情報Jを報告 しなければならないとされている

が,判定会招集に至 らないが,東海地域の監視を

通 じて,地震活動や観測データにあるレベル以上

の変化を観測 した場合には,そ の原因等について

評価を行い,観測事実とその評価等の結果を発表

することとしている。その区分として,「気象庁と

東海地震の警戒宣言における灰色情報―→



して,プ レー ト境界の前兆的滑り等の東海地震の

前兆現象とは直接関係ないと判断 した現象,及 び

長期的な視点等から評価・解析 した地震・地殻変

動等に関する解説」を解説情報 (仮称)と ,「判定

会招集 には至 っていないが,気象庁 として観測

データの推移を見守 らなければその原因などの評

価が行えない現象が発生 した場合にその事実を発

表するJも のを観測情報 (仮称)と している 鮮長

道参考資料)こ れらは,強化地域指定後に設けら

れた初めての予防的情報である.

更に,前述報道参考資料と「地震防災対策強化

地域判定会招集基準」(1998年 3月 31日改正)と

の関連は大きく,灰色情報が他の情報と関連なく

単独で発せられることは少ないと考えられる。前

にも述べたように技術的な整理は除き,あ くまで

も灰色情報が発せられた状態に限って整理をして

みたい。

(1)東海地震に関連する情報の種類が多い

先に述べた「東海地域の地震・地殻活動に関す

る情報Jと して解説情報,同 じく観測情報がある.

また,地震防災対策強化地域判定会の招集が決定

された旨を知 らせる判定会招集連絡報,地震活動

等の状況を伝える大規模地震関連情報,そ して警

戒宣言と 5種類が設けられている.地域防災計画

や応急計画から見ると指定地域内の自治体や企業

において,情報の内容の違いが理解されていない

恐れがある.

(2)灰色情報が予測される時期

地震前兆現象の常時観沢1が行われ各種情報が提

供されているが, これら情報の流れの中で灰色情

報の提供時期を想定 してみる。地殻変動あるいは

地震活動等に異常が出現 し解説情報や観漫1情報が

出されている間,観測情報から判定会招集に至る

間,判定会招集から警戒宣言発令に至る間,警戒

宣言解除後など数多 くのケースが考えられる こ

れらの情報の流れについていくつかのケースを例

示する.

①観測情報→解説情報

②観測情報→判定会招集→大規模地震

関連情報→解説情報

③観測情報→判定会招集→大規模地震
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関連情報→警戒宣言

④観浜l情報→判定会招集→警戒宣言

⑤判定会招集→警戒宣言

⑥警戒宣言

以上を見ても,緊迫する状況において変化する

情報の内容により防災行動をより高度に変化が付

けにくい現状にあり,一層対応が難 しくなるもの

と思われる.

4 灰色情報が出された時の各機関の行動想定

先にも述べたように,行政やライフラインなど

住民の生活と関連が深い機関が灰色情報によって

行動を起こすと,そ の社会的な動き (影響)は次

第に拡大 していき社会全体の動きとなる。その動

きは組織全体に及ぶものと,一部の担当者のみで

収束するものがある 灰色情報を知 りえた時,組
織全体の行動がどこまで及ぶのかは個々により変

わるので,別表は住民と関連する部分の行動を予

測 したものである.灰色情報で表された状況の継

続時間が長 くなると,住民への影響が現れて来る

ものと,影響が縮小 し消滅するものとがある。こ

こでは数 日以上継続 した場合に出現する影響に

*印 をつけた。機関や組織が公的であるほど,他
の機関や住民への影響が大きく,更に行動から流

言が生 じて,そ の影響する範囲が拡大 していく恐

れがある.(別表)

5.灰色情報は東海地震対策に位置付けられるか

(ま とめ)

地震予知が実現する可育レ性が高いとした場合 ,

現在の社会では突然警戒宣言発令状態に至れば市

民生活に多 くの支障が発生することは予潰lさ れ

る。また,警戒宣言発令前に地震が発生すること

も含めて,準備的な情報によって減災されること

は理解できる。現行制度においては,地震防災基

本計画に位置付けられている判定会招集連絡報が

組織内部における準備のための情報として利用さ

れてきたが「東海地域の地震・地殻活動に関する

情報Jが設定され,更に前任lし となる情報として



別表 灰色情報発令による住民への影響
*灰色情報が長期にわたると出 するもの
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捉えている状況にある.先にもお、れたように情報

の種類が多く,そ の違いが理解されていない住民

にとっては,その対応に変化をつけることが難し

くなってきている.緊急事態となり,立て続‐けに

情報が変化していくことになれば一層混乱を招き

かねない.

断定的であるが,灰色情報が大震法による法的

根拠を持ったもので,現在の関連する他の情報と

整合が取れ,地域防災計画に掲載することが可能

であれば,防災上効果のある情報となる。あくま

でも単独組織の自衛的な情報ではなく,多 くの防

災関係機関が連携して減災に取り組むことができ

るものとなれば,東海地震対策として有効な手段

であると信じている.
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松村正三

東海の固着域と地震活動の変化

1.は じめ に

最近,東海地域周辺の地震活動や地殻変動に異

変が生 じている, との報道がかしましい。きっか

けは 1999年 8月 を境に静岡県西部直下 フィリピ

ン海プレー ト内の地震活動が低下 した,い わゆる

静穏化が始まったことである。さらに 2001年の

半ばに至って,今度は,GPSで見る地殻変動に異

変の生 じたことが国土地理院から発表された。こ

れらが観測開始以来の異変であることは間違いな

いとして,問題はそれが東海地震とどうつながる

のか,と いうことである.東海地震は,昭和 51年

の石橋 (1976)に よる警告を契機にしてこれを迎

え撃つ国家的規模での防災体制が組まれてきたに

もかかわらず,何の音沙汰 もないままに 20年以

上が経過 したという現状にある ここに至って,

“とうとう山が動いたのか ?"と いう声が出るの

も当然である。 しかし,即断するわけにはいかな

い.私達の持つ情報は極めて限定されたものであ

る.何が見えており,そ れは何を意味 しているの

か, ということを今こそ腰を落ち着けて吟味する

必要がある.

私達の研究所では,ほ ぼ 20年 にわたって東海

地域の微小地震活動を見つめてきた.そ の目で見

る限り最近の変化は確かに “異変"と呼ぶべきも

のである.例えば,図 1に 沈み込んだプレー ト内

に起きる微小地震 (M15以上)の数の積算曲線を

示す。当初数年間は,建設途上にあったため立ち

上がりが徐々に加速するという傾向が見えるが,

80年代半ばに観測状況が安定 してからは,地震活

動 は全 く一定であった。そうした中,1999年 に

なってデリケー トではあるが明瞭な変化が出現 し

たのである (円内).し かも静穏化という前兆現象

としてはもっともポピュラーな形で ! しか し,

100年 を越える地震のサイクルからみれば, この

ような異変も時々起きる単なる “ゆらぎ"のひと

つに過ぎないのかもしれない “前兆"な のかそれ

とも “ゆらぎ"なのか,そ れを事前に見極めるこ

とが可能なのかどうか,正直なところ答えは未知

数である。だからといって,監視の手を緩めるわ

けにはいかない.双方の可能性をにらみながら,

多少なりともヒントをつかめればという願いを

持って私達は分析を進めるのである.以下は,そ

のような想いを持って微小地震データから描き出

した東海地震の影像である.

2.固着域とバックスリップ分布

海溝から沈み込むプレー トが上盤プレー トを引

きずり込むため,そ の境界部に大地震が起きる

これがいわゆる海溝型地震発生のメカニズムであ

るが,海濤沿いではどこでもこのような地震が起

きるというわけではない.大地震を生むために

は,双方のプレー トがぴったりとくっついてス ト

レスを蓄積 し続ける, という条件が必要である.

そのような部分を固着域, と称する。それでは,

東海には固着域が存在するのだろうか,ま た,そ

の固着域はどのように認識されるのだろうか.

東海地域では沈み込んだフィリピン海プレー ト

の上面の一部がユーラシアプレー ト下面に固着 し

た状態でこれを引きずりこんでいる。そうした状

況は地表で観浜1す る地殻変動に反映される.古 く

は,三角潰1量により発見された静岡県西部の地表

変形から (Mogi,1970),ま た,水準測量で確認さ

れた御前崎の年々の沈降から,そ の地下で着実に

歪の蓄積が続いていることが推定されていた 最

近では,整備された GPS観測データに基づいて

東海の固着域と地震活動の変化-13
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図 1 モニタリングエリア (固着域)においてフィリピン海プレート内に起きた微小地震 (M15以上)

の個数積算図.円 内が “異変"部分

Sagiya(1999)がバ ッヽクスリップ分布を求めてい

る。バ ックスリップとはプレー ト境界における上

盤プレー トの引きずり込みのことを言い,沈降や

収縮といった地表での変形量から, これを逆算で

求めることができる.図 2の 曲線がバックスリッ

プの速度分布を示 している。鷺谷 (2001)は同時

に, この付近でのフィリピン海プレー トの収東速

度を求めており,両者を対比すれば,バ ックス

14-地震ジャーナル

リップ分布の中心付近ではほぼ 100%の 引きずり

込みが実現 していることが分かる.ただし,後述

するようにバックスリップ分布域がそのまま固着

域に対応するわけではない

微小地震観測からは,震源分布と同時に発震機

構解分布が求まり,そ の場の平均的な応カパタン

が推察される.図 3は,静岡県西部をプレー トの

沈み込み方向に切った 1枚の短冊の断面で見た時



図 2 Sagyaに よるGPSデ ータに基づいた
バックスリップ分布 (コ ンターライン)

とMatsumuraに よる微小地震データに

基づいた固着域 (影領域)

の (a)震源分布,及び (b)P軸 (圧縮軸)の投

影図である.上盤内と下盤 (フ ィリピン海プレー

ト)内の活動がきれいに分離されて見えるが,両

者が接触する付近は,若千の隙間 (図の q)を置

いて地震密度が濃 くなっていることが分かる。P

軸分布でも同様であるが, ここではその平均的な

向きに特徴のあることが分かる.同図下 (c)に

は,プ レー ト境界の一部を固着させたまま沈み込

みが続 くとするとその周囲に生 じるであろうス ト

レスのパタンを言十算でもとめて描いてみた この

モデルとデータを対比することで固着が生 じてい

るおよその範囲を見つもることができる.下盤側

のス トレスパタンに注目すると,向かい合った矢

印,すなわち圧縮軸の向きは,固着の浅い端でほ

ぼ水平な状態にあり,そ こから時計まわりに回転

して深い端ではほぼ鉛直となる (図 (b)の挿入図

は P軸 の俯角の変化を示す).地震密度が濃 く

なっている範囲は, 同時に,P軸分布がそうした

変化を示す部分にあたっている。以上か ら,図

(a)で 示された囲みの部分をこの短冊内における

固着範囲であると同定する。Matsumura(1997)

は,静岡県西部を 10数枚の短冊に切 り個別の短

冊ごとに上記の分析手法を適用することで全体と

しての固着域を導き出した 図 2で影を付 したエ

リアがその結果である.お よそ 4,000 km2の 面積

があり,全部が一気にすべれば M8級の地震とな

るはずである

3.東海地震の想定震源域

さて,最新の観漫1データを駆使 して描き出され

た図 2であるが, ここには大きな問題がある.そ

れは,微小地震データから導いた固着域と,GPS
データから導いたバ ックスリップ分布とが一致 し

ないことである。固着域が静岡県西部の内陸域に

あるのに対 して,バ ッヽクスリップ分布の主要部は

海域に出外れてしまっている.どちらかが間違っ

ているのだろうか.実は,筆者は (松村,1999),

これはある程度自然な結果である, と考えている

(あ る程度というのは,原理的に双方が一致 しな

い理由を説明づけることはできるが, この場合の

ずれが大きすぎるため,データの解析または解釈

の仕方にまだ問題が残っているだろう, という意

味である)図 4は ,固着沈み込みの状況を有限要

素法を用いて簡単に表現 したモデルである。上

図,下図は,そ れぞれ図の矢印の 1点を固定 した

まま下盤を沈み込ませた時,上盤プレー ト内に生

じる歪の分布,および変位の分布を示す。歪の主

要部は固定点の前方側に分布 し,一方,変位は後

方側に分布する。このようなずれが生 じるのは,

上盤プ レー トが固定点に対 して非対称なフリー

サーフェスを持つことに起因 している.微小地震

活動は歪ないしはス トレス分布に対応づけられ,

バ ッヽクスリップは変位分布に対応づけられると考

えると,双方の分布が図 2の ように,すなわち固

着域が内陸倶1に ,バ ックスリップ領域が トラフ側

にずれてしまうことが納得できる。地震時には,

歪分布 は主に強震動源 として作用 し,変位分布

は,津波あるいは地殻変動源として作用すると考

えられる.

今般,中央防災会議は専門調査会を発足させ,

東海地震の想定震源域の見直 し作業に入った。専

門調査会では,結局,プ レー ト境界面の深さ 10～

30 kmの 範囲を選んで図 5の ようなナス型のエリ

アを想定震源域としたが,こ れは,前記の固着域 ,

東海の固着域と地震活動の変化-15
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バックスリップ領域の双方を概ね包含する結果と

なった (中央防災会議,2001)想定震源域をより

正 しいものに近づけるという作業は重要な意味を

持つ.第 1に ,予知の実現可能性を高めるという

意味である。デ リケー トな前兆を捉えようとする

ためには, ターゲットを正 しく絞 り込む必要があ

る故である。第 2に ,効果的な防災対策に役立て

るという意味がある.震災を起こす強震動を精度

よく予測するためには正確な震源域を知る必要が
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ある故である。

4.地震活動の変化

前節までに紹介 した作業で東海地震の主な発震

源としての固着域の同定がなされた。次にすべき

ことは,そ の場所での地震活動を時間軸上で追 っ

ていくことである.Dieterich(1994)に よって,

日常的に活動 している背景としての地震の発生率
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図 4 矢印の 1点 において固着した沈み込みに

よって生 じる上盤内の歪 (上 図),変位

(下図)の分布

は基本的にその位置でのス トレスの増加率に比夕1

することが示されている。つまり,地震発生率の

変化をモニターすることは,即,固着沈み込みに

よるス トレス増大の様子を観察することになるの

である。ここでは,観察のためのモニタリングエ

リアを次のように設定 した。固着域の西端は浜名

湖付近であるが, ここには固着の edge efectに

起因するとみられる特異な活動が存在するので,

これを除外する 代わりに,北西―南東方向に若干

引き伸ばした長方形を採用 し, これをモニタリン

グエリアとする (図 1参照).さ らに,同一エリア

内を,プ レー ト境界を境に上下に分割 して観るこ

とにする。図 6は上下盤それぞれにおける地震発

生数の積算曲線である (M15以上,上図 :地殻

内,下図 :ス ラブ内)図 1と 異なりここでは,余

震や群発活動によるステップ的変化を除去するた

め declusteringと いう操作を施 している.ま た,

建設途中の漸増区間をや りす ごすため,期間は

1986年 6月 からとしている 図を見て最初に気づ

くのは,90年代半ばまで双方共,発生率がきわめ

て安定 していたことである.こ の間の発生率は上

鍾 》 新たな想定震源域の境界 (案 )

はな MatsumuFa(1997)に よる固着域

図 5 中央防災会議専門調査会による東海地震の

想定震源域

盤,下盤ともに 63個 /30日 と,そ の値までが見

事に一致する.こ のことは,固着域をはさんで上

下盤内のス トレスが (正確にはその増加量が)対

称であることを示唆する.ただし,震央分布図を

見て分かるとおり,双方の地震分布パタンはまる

で異なる.下盤の分布が空間的にも比較的均一な

発生をしている一方,上盤では分布はクラスター

的である。

図の範囲で 10年以上にわたって安定 していた

活動だが,1996年半ばあたりから上盤での活動が

静穏化 し始めた 他方,下盤では, もっと明瞭に

1999年 8月 から静穏化が始まった。図 7に最近 3

年間の拡大図を示 したが,そ れぞれの活動は,

2000年 10月 に至って次の転機を迎える (同図の

e3).こ の時には,上盤では静穏化の程度がさらに

深まり,一方,下盤では,逆に活性化に転 じた

ところでこの間プレー トの進行状況に関連する変

化はなかったのだろうか。図 8は,固着域をはさ

む (a)上盤,(b)下盤のほかに,(c)浜名湖付近 ,

(d)プ レー ト沈み込みに伴 う深部活動域,(e)山

梨県東部の 5個の領域についての積算図を示す .

(a),(b),(c)の 3個の領域ではいずれも近年の

／貧
プ́
ヽ

O s錠 津a(1999)に よるバックスリツプ分布

東海の固着域と地震活動の変化-17
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図 6 モニタリングエリア (固着域を含む)

下盤 (ス ラブ内)す べて M15以上,

間を識男1す る (period l,2,… )

上下盤内の地震回数積算図.上図 :上盤 (地殻内), 下図 :

declustering処理後 変化のあった時期を epochと して期

静穏化が見 られる.他方,(d),(e)の 2個では目

立った変化がない,すなわち,前者の固着に随伴

する活動全てに変化が出現 し,後者の固着と無関

係な活動では発生率が一定 している。この結果か

ら,プ レー トの沈み込みそのものは変化なく粛々

と進行 していたことが想像される.従って,今回

出現 した静穏化に代表される活動変化は,プ レー

ト運動に起因するものではなく固着状況に何 らか

の変化が生 じたため, と結論される

さらにそうした状況の中,2001年 4月 3日 に,

静岡県川根町に M51の静岡県中部地震が発生 し

た (図 1の右端).こ の地震は,1996年 10月 5日

の静岡県中部地震 (M4.3)の 近傍に起こり,そ の

様相にも類似点が多かったため,双方の地震の発

生には共通の要因があるものと推察される 現時

点で前出の “異変"は,ま だけりがついたわけで

はないが, ここまでの活動変化を一旦整理 し,そ

18-地震ジャーナル

の意味を探ってみる.

5.変化の空間パタンとその解釈

前節の最後に紹介 した 2個の静岡県中部地震は

この地域での活動 としては注 目すべきeventで

あった.1996年 の地震は,それまで地震の起きな

かったプレー ト境界に発生 しプレー ト間固着を緩

めるような地震だったのではないか, と推測され

ている (松村,1998).時期的にみて,図 6でみた

上盤の静穏化の始まりとこの地震の発生には何 ら

かの関連があるとの推測がなされるので, これを

最初の epOch(event l)と みなす.他方,2001年

の静岡県中部は前者の東隣約 4kmの位置,深さ

は約 3km深 くフィリピン海プレー ト内に発生 し

た.こ の地震の余震が一旦収まった 1カ 月後から

南東に尾をひく格好でさらに M4ク ラスの群発活

―

―

‐

ｅ
ｌ

ｌ

‐

‐
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動 が 続 い た。これ を ま とめ て最 新 の epOch

(event 4)と する。 このほかに, 日立った地震 こ

そ伴わなかったが発生率の急変が見 られた時期と

して,1999年 8月 (event 2:下盤の静穏化開始),

2000年 10月 (event 3:上下盤同時変化)の 2個

の epOchを追加する (以上,図 6及 び図 7参照).

これ らの event時 には固着域の内部に何 らかの

動き,夕1え ば,ス トレスを緩和するような微細な

すべり,が起こり,ス トレスが再配分されその分

布パタンが変ったのではないか, と推測される

4個 の eventに は さまれ る 3個 の期 間 を,

period l,2,3と する。それ以前の変化のない期

間を periOd Oと し,こ の期間の発生率を基準 と

して period l～ 3で静穏化 した領域, 活性化 した

領域を抽出してみた。図 9に上盤 (a),下盤 (b)

それぞれの期間ごとの領域パタンを示す。ハ ッチ

が静穏化域 (基準値の 50%以下),黒塗 り部が活

1998 06 01

ORIGIN TIME

図 7 図 6の最後 3年分の拡大図 上図 :上盤,下図 :下盤

性化域 (基準値の 150%以上)を示す.各期のパ

タンを見比べると興味深い特徴に気づ く。それ

は,期 ごとに全 く異なって見えるパタンにある種

の下地が存在することである。例えば,下盤の

period 2と period 3で はそれぞれ,ハ ッチ部 と

黒塗 り部がその存在を主張 して見えるが互いの領

域は侵 しあわない つまり,静穏化域と活性化域

は予めその占有域が予約されており,時期にあわ

せて出現 したり,消滅 したりするだけである。こ

の特徴は上下盤全ての時期に共通 している.そ こ

で period l～ 3を重ね合わせて共通の下地を抽出

することができる.図 10は ,こ うして描き出した

上下盤それぞれの下地パタンを示す。さらに 2枚

を重ね合わせたものが図 11で ある.こ こでハ ッ

チ部が静穏化域,砂地部は活性化域を示す.若干

重なる部分もあるが,概ね両者は地域を住み分け

ていることが分かる.こ れがどういうことを意味

東海の固着域と地震活動の変化-19
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図 8 5個の領域について地震個数積算図.

浜名湖直下 (こ れも固着域内),(d)
15以上,declustering処理後.
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Period l Period l

Period 2 PeriOd 2

Period 3 Period 3

図 9 変化が始まってからの 3期間について,基準期間と比較 して 50%以下の静穏化域 (ハ ッチ部),

150%以上の活性化域 (黒塗り部)を抽出した図 (a)上盤,(b)下盤

ヅ

しているのかを以下のように解釈する。

固着域は,上下盤のプレー トがぴったりくっつ

いていて歪エネルギーの貯蔵場所 となる。ただ

し,固着状態が完全に均一 というわけにはいか

ず,固着の強いところ,弱いところ, という不均

質分布がもともとあったはずである.ス トレスの

蓄積がまだ低いレベルにある間は,固着域全体で

これを支えるだろう。ところが臨界近 くにまで達

した時,固着域の内の相対的に弱い部分がずれは

じめ,強い部分に応力集中が始まる.静穏化域と

活性化域の出現はこうした応力の再配分を表現 し

ていると考える.結局,図 10及 び図 11の砂地は

東海の固着域 と地震活動の変化一-21



強い部分,す なわちasperityの 輪郭を表 したも

のということになる。図 11中心付近の黒点は,静

岡県中部地震の震央分布であり,西側 (砂地部内)

が 1996年 ,東倶1(ハ ッチ部内)が 2001年 の地震

とその余震である これらが,活性化域と静穏化

域の境界部に発生 したことは興味深 く,あ たかも  ]50N
asperityを その境界か ら崩 してい く活動である

かのように思われる。

大地震発生前の微小地震活動の変化を報告 した

例は少な く,筆者の知 る限 り,そ のほとんどは

Wyssと そのグループによるものである.図 11

の添付図は, その 1例 として Wyss(1986)か ら

引用 したものであるが,Hawaiiで 起きたこの地

震 (M66)の ほぼ 2年前から周辺の微小地震が静

穏化 し始めた.そ の際,中心部だけは静穏化 しな

いままで残 り,最終的な破壊 はこの部分か らス

ター トした Wyssは これを asperityで あると認

識 している.Wyssら の報告 した 4,1(Wyss et

al, 1981:ヽVyss, 1986;VVyss and Habermann,

1988;Wiemer and Wyss,1994)は 全てこれと同

じ特徴を備えている 筆者は, この 4例から as―

perityの 面積 (И nq:km2)と 静穏化の持続期間

(Tq:year)と の間に相関関係のあることを予測

して,両対数 グラフ上にプロットしてみた (図

12).論文から読み取った asperityの 面積と静穏

化の持続期間は表 1に まとめたとおりである.図

12の結果から,両者には,7q=027櫃 nqと いぅ簡

単な関係のあることが判明した.最終破壊の直前

まで持ちこたえているasperityの 長 さの次元に

相当する大 きさが臨界状態の持続時間を規定す

る, という関係式は合理的な結節であると考えら

れる.さ て,図 11の東海では,静穏化域が 3個 な

いしは 4個 の asperityを 取 り囲む, というまさ

`こ

Wyssの報告に似た状況を示 している.添付図

と縮尺が揃えられているが, これから改めて東海

のスケールの大きさが実感できる。そこで前式に

東海の場合をあてはめてみると,固着域内の as―

perityの 面積 は合計約 700 km2で ぁ り,そ の場

合,臨界状態の持続期間は約 7年 という結果が得

られた (図 12の 白丸).
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図 10 上下盤それぞれ (上図 :上盤,下図 :下

盤)について, 下地となっている静穏化

域 (ハ ッチ部), 活性化域 (砂地部)を
抽出したもの

6.お わ り に

予知研究に批判的な東京大学の Robert Geller

氏によって “起きる前から名前がつけられている

珍 しい地震"と 椰楡されてはいるが,東海地震は,

地震予知 という課題か らみて も特別な地震であ

る.私達から見ると東海地震はその輪郭が浮かび

上がりつつあり,科学的な意味でも社会的な意味

でも網を張ってこれを迎え撃つという態勢が取 ら
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図 11 上下盤 2枚を重ねた結果 中心付近の黒点は, 1996年 と2001年 の静岡県中部地震.右側の添付

図は, WySs(1986)か ら引用したもの ハワイのKaoiki(Ms=66)earthquakeの 日寺に観測さ

れた静穏化パタンを示す

表 l WySSと そのグループによる微小地震による静穏化の報告をまとめたもの 4例 (Wyss et al,1981;

Wyss,1986:Wyss and Habermann,1988:Wiemer and Wyss,1994)に ついて asperityの 面積  4 nq

km2)を 読み取り,静穏化の持続期間 (■ :year)ほ かのパラメータと並べて表にしたもの
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Earthquake Reference
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表 1か らasperityの 面積 u nq:km2)に

対する静穏化の持続期間(Tq:year)の プ

ロット 破線は,Tq=027イ スnqの関係

れているということでは世界でもまれなケースと

言える 逆にいえば,現在の異変, さらに今後引

き続き起きるであろう様々な事態に対応するため

の手本となるべき前例は世界中にもほとんど無い

ということである。そうした条件のもとで私達

は,判断 し,対処を進めていかなければならない。

現在の異変が東海地震そのものに結びつ くもので

あるかどうかを見極めることは今はまだできな

い しかし, このような異変が現実に検知できて

いるということは,実際の予知の可能性を期待さ

せるに充分な成果でもある.成功するかどうかは

図 12

東海の固着域と地震活動の変化-23



別にしても,東海地震の予知を志向 しての研究を

進めることは,地震学における大いなる挑戦のひ

とつと言えよう.
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K― NE丁′Hi― net′ KiK― net′ FREESIA

阪神 。淡路大震災ののち,我が国では地震観

沢1体制が抜本的に見直され,全国的に地震計を

配備するいくつかの計画がスター トしました

一口に地震計といっても,地震による地面の揺

れ方は様々です。人間にまったく感 じない微小

地震では,揺れ幅が 0001ミ クロン Om)レ ベ

ル,振動数は数 10 Hz程度なのに対 し, 巨大地

震では地面の揺れ幅が 2～3m, 周期は数 10秒

にもなります。このように,地震動の振幅およ

び周波数の範囲はきわめて広いため,観測対象

に応 じて目的に合 った性質の地震計が使用さ

れ,以 Fの ような観測網が構成されています.

(1) 強震観測糸周 (K― NET)

どんなに強い揺れがきても,そ れを確実に記

録する地震計が強震計です 大きな信号を相手

にするため頑丈な構造となっており,通常は地

表にそのまま設置 して,地盤の構造や耐震設計

など,主に工学的な研究に役立てられます。こ

れに震度を計算する機能を付加 したものが「震

度計」です。

阪神・淡路大震災以前,我が国には地盤強震

動を全国的 レベルで観測する組織的な体制が不

十分であったことを受け,防災科学技術研究所

では全国を約 20 km間 隔で覆う 1,000か 所の強

震観 測施設 (写 真 1)か らな る強震観 測網

(K―NET:Kyoshin― Net)を完1成 させました

集められた強震波形は,加速度分布図や各観測

点の地盤情報などと共に,広 く一般に公開され

ています

(2)高感度地震観測網 (Hi― n et)

人間に感 じないごく」ヽさな揺れまで敏感に

キャッチする地震計が高感度地震計です.微弱

な信号を相手にするため,地表近 くの雑微動を

避けて深さ 100～ 200m程度の縦孔内に設置さ

れることが多く (図 1),主 に局地的な震源決定

や発震機構解決定に用いられます。小さな地震

は数多 く発生 しているため,短期間のデータで

も地下の構造や各地の地震活動度を精度よく推

定でき,ま た,大地震の発生に先立つ前震の検

知が期待されます.

阪神・淡路大震災発生当時,我が国では国立

大学,気象庁,防災科学技術研究所等により約

500点の高感度地震観沢1施設が稼働 していまし

たが,そ の分布には地域的な偏 りがありまし

た。深さ 15～20kmま でに発生する内陸地震の

震源を精度良 く決定するためには,約 20 km間

隔で地震計を設置する必要があり,全 国で約

1,000点が必要です そこで,観測の空白地帯と

なっていた地域を中心として新たに約 500点の

観測施設を整備する方針が,国の地震調査研究

推進本部により「基盤的地震調査観測Jの一項

日として定められました 実際の整備は防災科

学技術研究所によって進められ,2001年 4月 現

在, 520点が稼働 しています.こ の新 しい高感

写真 1 強震観測施設 (K NET)

K― NET,Hi net,KiK― net,FREESIA― -25
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写真 2 広帯域地震観測施設 (FREESIA)

度地震観浪1網を Hi― net(High Sensitivity Seis‐

mograph Network)と 呼んでいます .

Hi netか ら得 られるデータは,気象庁の現業

部門や大学の研究グループに分配されると同時

に,既存の高感度地震観測点とあわせて防災科

学技術研究所でデータベース化され,震源分

布・震源 リス ト,各地における連続地震波形な

どが,広 く一般に公開されています.

(3)地中強震観測網 (KiK― net)

上記の Hi net観測点では,高感度地震計 と

一緒に強震計 も地下に併設 しています (図 1).

地中と地表の強震記録を比較することにより,

地下からやってきた地震による強い揺れが地表

付近では地盤の影響を受けどのように増幅され

るのかといった問題を解 く上で, このような地

中強震記録は大変に貴重です.基盤的調査観測

計画に基づ く強震観測網という意味で, これを

KiK―net(Kiban Kyoshin―net)と 呼んでいま

す.地点としては Hi― netと 同一です.得 られた

データは,K NETと 同様にインターネットを

通 じ一般公開されています.

И)広帯域地震観測網 (FREESIA)

地面の速い振動から,非常にゆっくりとした

振動まで,広い周波数範囲にわたって地動を記

録できるのが広帯域地震計です。温度変化等に

よる影響を避けるため奥行き数 10mの横坑奥

に設置されることが多 く (写真 2),震源域での

断層破壊の様子や地球深部構造の研究に用いら

れるほか,津波地震 (体に感 じる揺れは小さい

のに,巨大な津波を起 こす特殊な地震)を的確

に検知することが期待されています。

地震調査研究推進本部では, この広帯域地震

計を全国に約 100 km間 隔で配備する方針を定

め,防災科学技術研究所が整備を進めていま

す.2001年 4月 現在,64点が稼働 しており,こ

の広帯域地震観測網を FREESIAと 呼んでい

ます.FREESIAは , この観漬l網の母体となっ

た特別研究「地震素過程と地球内部構造の解明

に関 す る総 合 的 研 究」(Fundamental Re

search on Earthquakes and Earth's lnterior

Anomaly)の名称に由来 しています。 FREE

SIAか ら得 られた観浸1デ ータは,CMT解 の自

動決定結果等と併せてデータ公開がなされてい

ます。

図 2は,防災科学技術研究所が現在運営 して

いる地震観測施設の分布を示 しています。な

お, 以上に挙げた K NET,Hi net,KiK‐ net,

FREESIAの 各データは, 防災科学技術研究所

のホームページ (http://WWW bOSai goip/

jindex html)を 通 じてアクセスできます.
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図 2 防災科学技術研究所地震観測網 (2001年 4月 現在)K NET:1,000点 , Hi net&KiK net:520
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伊藤久男

陸域震源断層の深部すべり過程のモデル化

要旨 :科学技術振興調整費総合研究「陸域震源断

層の深部すべ り過程のモデル化に関する総合研

究」が平成 11年度から開始された 本総合研究は

陸域の大地震の発生にいたるしくみを,多岐にわ

たる調査・観測,物質科学的な分析,室内実験 ,

数値 シミュレーションなどを有機的な連携を保ち

ながら実施するとともに, これらの総合的な検討

によって最終目標に迫るものである.

1.は じめに :研究の背景

陸域の大地震は我々が生活 している地域の直下

で発生するため,大きな被害をもたらすことが多

く,そ の発生予浪1は地震被害を軽減するため大変

重要である。現在,陸域における大地震の発生予

漫1は ,活断層の活動履歴の調査結果に基づ く統計

的な方法が採 られている。この方法は,平均的な

繰 り返 し間隔と最新の活動から次の大地震の発生

時期を予浪1す るものである.こ うした手法では発

生時期の見積 もりに数百年程度の幅があり,将来

の精度向上にも限界がある。より高い精度で大地

震の発生を予沢1す る手法が求められている。その

ためには,ま ず,現在のところほとんどわかって

いない,内陸地震のモデル化を行 う必要がある。

科学技術振興調整費総合研究「陸域震源断層の深

部すべり過程のモデル化に関する総合研究Jは平

成 11年度か ら開始され,陸域震源断層に関する

観測,物質科学的分析及び室内実験を組み合わせ

ることにより,陸域の断層深部におけるすべり過

程のモデル化に挑む。

2.研究の作業仮説

内陸地震の決定論的な発生予測に道を開 くた

め,下部地殻における断層のすべりと震源核形成

に関する新 しいモデルの構築を行 う モデル化に

際 しては,基盤的地震観測網によって得 られる

データ,お よび,内陸において平均変位速度が最

大級の活断層である糸魚川―静岡構造線北部およ

び長町―利府断層において,本総合研究によって

取得するデータを利用する

内陸地震発生に関する従来の考え方は以下のよ

うに要約される.弾性体と見なせる上部地殻内に

既存の弱面である断層が存在する。日本列島周辺

のプレー トの「押 しJに より,上部地殻に応力が

蓄積され,そ れが断層の摩擦強度を越えた時,地

震が発生する。

しか しなが ら,内陸地震 とその発生場 につい

て,従来の考え方では説明できない数多 くの事実

がある

そこで,本研究では,内陸地震の発生過程に関

して以下の作業仮説に基づいて研究を進めている

(Iio and Kobayashi,2001).

[1]海 洋プレー トの沈み込みに起因する応力は

上部地殻と下部地殻の両方に伝わる

[2]下 部地殻では変形が断層の延長部分に集中

し,そ こでゆっくりとした断層すべりが生 じ

る

[3]下 部地殻内の断層すべりによって,上部地

殻で固着 している断層に応力が蓄積する.

[4]下 部地殻内の断層すべりが加速 して,上部

地殻と下部地殻の境界付近に震源核が形成さ

れる.

[5]震 源核が急激に成長 して大地震が発生す

る

この作業仮説の重要な点は以下の 2つ である

陸域震源断層の深部すべり過程のモデル化-29



第一は,大地震発生前に断層の下部地殻の延長

部において,ゆ っくりしたすべりが加速するとい

う点である。そのすべりは,断層の深部全体とい

う大規模なものである可育旨l■があり,かつ,すべ

りが起こる場所が特定されるため,焦点を絞った

観測を行えば,捉えられる可能性が高いことが期

待される.実際に, 日本海中部地震前に,断層の

下部延長のすべりが加速 したことを示唆する観浪1

結果が得 られている。

第二は,従来弾性体と考えられていた上部地殻

も,非弾性的な変形を行 う地域があるということ

である。現在,GPSに よって日本列島の変形過程

が精細にモニターされている.GPSが とらえて

いるのは,歪み変化であって,応力変化と一対一

に対応するものではない。したがって,GPSに よ

る変動の大きなところが必ず しも地震発生の可能

性が高いところではないのである。むしろ,歪み

が月ヽさいところに発生する可育旨庄があることが,

兵庫県南部地震のデータによって示唆されてい

る.

この作業仮説の検証を行 うことが,内陸大地震

の発生予潰1に とって非常に重要であるが,そ の検

証作業においては,以下に述べるような困難を伴

う.

第一に,内陸の大地震は,あ る活断層において

数百年から数千年に一度 しか発生 しない,極めて

稀な現象であることである.特定の断層にねらい

を絞って観潰1を行うことは,通常は,世代を越え

た仕事となる。

第二に,断層の深部延長という地下深 くの現象

は,地表付近の観潰1か らは最も遠い場所で生起す

るものであることである.

3.研究の内容

これらの困難を克服するために,本研究では,

フィール ドにおけるデータ収集 と解析・室内実

験 。計算機 シミュレーションを有機的に組み合わ

せ,以下のようなアプローチをとる (図 1).デ ー

タ収集においては,地震観演1,GPS,電気伝導度
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構造探査,地質学的調査 という多様な手法を用

い,内陸において平均変位速度が最大級の活断層

である糸魚川―静岡構造線北部および長町―利府断

層をフィール ドとする.

1)断層の下部地殻の延長部の形態と物質および

そこでの環境条件を把握する.

2)断層の下部地殻の延長部の定常的な運動形態

をとらえる。

3)断層の下部地殻の延長部を構成すると考えら

れる岩石を用いて,そ こでの環境条件を考慮 し

た室内実験を行い,変形特性とその環境条件依

存性を推定する。

4)震源核形成が開始されており,深部延長のすべ

りが加速する可能性のある地域において,試験

的な観測を開始する。

5)GPSに よる歪み速度の時空間的な変化と,微
小地震の震源分布や地震波速度構造などの関係

を調べ,応力が蓄積 している領域や非弾性変形

している領域の推定を行う

6)計算機 シミュレーションにより,断層の延長部

のすべりや震源核形成を再現する。

対 象 地 域

本研究では「糸魚川―静岡構造線の北部Jと「長

町―利府断層Jの 2地域を対象にさまざまな観測

と調査を行っている.

糸魚川―静岡構造線の北部

糸魚川―静岡構造線は日本列島の中央部を南北

に横切 り「牛伏寺断層を含む区間では,現在を含

めた今後数百年以内に大地震が発生する可能性が

高いJと評価されている。また, 日本の内陸部で

は平均変位速度が最大級の活断層であるととも

に, 日本の活断層の中でも大地震発生の可能性が

高いと評価されている。

三角浪1量による過去 100年間の水平ひずみや最

近の GPS(人工衛星利用の精密潰1位 システム)に

よる観測結果では,糸魚川―静岡構造線北部には

地殻のひずみが集中しており,断層の深部すべり

や活櫂曲地域の塑性変形が観漫1で きる可育旨陛が高

いと考えられる.
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上部地殻

下部地殻

デタッチメン

断層深部路頭の直接観察
(浅部が削 られて深部が地表 に露
出 している断層を調査 )

(産業技術総合研究所、筑波大学、愛媛大学、

早稲田大学)

一

計算機シミュレーションによる
愛媛  内陸の変形モデルの構築

薩 業技術総合3/1究所、防災科技研、国土地理院、建築研 )

(産業技術総合研究所

大学、防災科技研)

」隕
榊
下
動

非弾1性1変
1形

内陸の地震帯抽出と地震活動
から見た活断層の評価

(気 象研 )

図 1 研究の概要
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長町―利府断層

長町―利府断層は,仙台市の市街地中心部を北

東―南西に貫 き,地震関係基礎調査交付金による

宮城県の調査が進められている活断層である

1998年 9月 15日 に, この断層の最深部と想定さ

れる場所でマグニチュー ド50の 地震が発生 し

た この地震は震源核の形成が始まったことを示

すという解釈 もあり,陸域の大地震が発生に至る

過程を解明する上で, この断層周辺における観浪1

データは大変重要である。

研究テーマ

[1]下 部地殻内の断層のモデル化に関する研究

1 下部地殻内の断層のすべり機構に関する研究

断層深部のすべりの特性の解明のため,下部延

長におけるすべりが大きいと推定される地域にお

いて桐密な GPSア レイ,地震計の観測により,断

層近傍の変形の解明に関する研究を行う.ま た,

既存の広域 GPS観浜l網 のデータを用いて, 日本

列島スケールにおける内陸の歪み場の特徴を明ら

かにし,プ レー トの相対運動との関係をモデル化

する。

2.下部地殻内の断層の変形機構に関する研究

浅部が削られて深部が地表に露出している断層

の地質学的な調査解析を行い ((1)地質学的手法

による深部断層岩の解析),そ の結果および構造

調査結果と実験結果を比較 して,内陸活断層深部

の物質構成,含水率などの環境条件の解明に資す

るため,上部下部地殻および境界相当の温度圧力

条件において岩石の弾性波速度,電気伝導度等の

測定を行い,モ デル化に必要な内陸活断層深部の

物性データを取得する.地殻深部の岩石の変形様

式の解明のため,上部地殻および下部地殻相当の

温度下で形成された岩石試料の地質学的解析,お
よび上部下部地殻の境界相当の環境条件において

岩石変形実験を行い,内陸活断層深部の変形機構

の解明に関する研究を行う ((2)断層深部の変形

機構 。物性の解明).

3.断層深部の地球電磁気学的構造に関する研究

地震発生場の水の状態の解明に資するために,

糸魚川―静岡構造線の北部において,下部地殻の

電気伝導度構造に関する研究を行 う.地震学的な

構造と組み合わせることにより,上部地殻および

下部地殻の不均質構造や流体の分布をより詳 しく

調べることが可能 となる.こ の研究のために,

GPS同 期によるポータブル MT法探査装置を用

いて,データを面的に取得 し,下部地殻最上部に

およぶ地震発生の場の 3次元的な電気伝導度構造

を求める.

4.地殻ブロック構造に関する研究

基盤的地震観測網から得 られるデータおよび,

既存データを総合的に解析することにより,地殻

内で微小地震が帯状に分布 している内陸地震帯の

抽出を試みる。そして, 日本列島の地殻ブロック

構造とそのブロックの運動を明らかにし,地殻内

地震の発生層の深さ分布特性の地域差を調べ, こ

こで取 り上げる各地のフィール ドの造構造論的

バ ックグラウンドを明らかにし,活断層と地震活

動との関連を解明する.

[2]断 層深部の動的構造モデルに関する研究

大地震の発生の可能性が指摘されている活断層

を対象として,活断層の下部延長構造の推定,地

下深部における破壊・変形過程の解明,震源核形

成過程の検出を目指す.対象とする活断層は,仙

台市街を北東―南西方向に貫 く長町―利府断層であ

る。 これまで, 1983年 日本海中部地震や 1995年

兵庫県南部地震などの大地震では,本震に先行 し

てそれぞれマグニチュー ド69,61の地震の発生

が報告されている。長町―利府断層では,1998年 9

月 15日 に断層の下部延長部でマグニチュー ド50

の地震が発生 したが, これは震源核形成を強 く示

唆するものと考えられている 本計画では,震源

核形成の兆 しが具体的に見えてきたと推測される

この地点をターゲットとして,高サンプリング棚

密微小地震観浪1,制御震源を用いた断層深部構造

調査,中帯域連続地震観演1に基づいた地震学的な

研究調査を実施することによって,内陸大地震の
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発生場・発生過程の理解を深め,地震発生に至る

一連の過程の中で現れるであろう現象の情報を抽

出する。なお,高サンプリング調密微小地震観測

のために,機動的な観浪1に適 し設置が容易でかつ

精度の高いデータを安定 して取得でき,準 リアル

タイムでもデータを解析できる高サンプリング地

震波テレメーターシステムを開発する。

[3]総 合的検討

1 陸域震源断層の深部すべり過程のモデル化

計算機 シミュレーションにより,内陸の変形お

よび地震発生に至る過程を再現する。シミュレー

ションに用いる枠組みおよび境界条件等のデータ

は,基盤的地震観測網および既存観測網から得 ら

れるデータを活用するとともに,本研究による成

果を順次取 り入れて,モ デルの検証および高度化

を進める.

2.モ デルの検証 と高度化

過去の大地震の前駆的事象をその観浪1記録及び

文献・資料を収集・整理・解析 している.対象と

なる地震は 1983年 の日本海中部地震 (M7.7),

1982年 の浦河沖地震 (M71),1995年 の兵庫県南

部地震 (M72)で あり,今後 2000年の鳥取県西

部地震 (MJMA 7.3)に ついても対象に加える予定

である。

4.現在までの成果の概要

本プロジェクトの成果を中心に国際シンポジウ

ムーーInternational Symposiur12 on Slip and

Flow Processes in and below the Seismogenic

Region一 が 2001年 11月 に仙台で,文部科学省

主催で開催された.海外か らの招へい者を含め

125名 の参加者を得て盛会であった。 本プロジェ

クトの現時点での成果が報告され,プ ロシーディ

ングスとしてまとめ られた。ここではその中か

ら, GPS観測と長町―利府断層の構造調査の結果

についてのみ簡単に述べよう。

4-l  GPS嗜現漫1

長町―利府断層については,長町―利府断層の西

側では周辺地域と比較 してやや大きい東西圧縮歪

みが観測されている 観測期間が短いため確定的

な議論ができないが,定性的には長町―利府断層

の深部で準静的なすべりが起きていると解釈可能

である

現在までのところ

1)長町一利府断層の西側で変形の集中が見 られる

2)変形の集中は断層の深部すべりによって説明

可育旨

3)深部すべ りは深度 10 kmょ りも深い所で起

こっている

と考えられる (Nishimura et al,2001)

糸魚川―静岡構造線北部については,大町市付

近の松本盆地東縁断層を横切る地殻変動プロファ

イルから,西北西―東南東圧縮の変形が断層付近

の幅 30 km程度の中で生 じていることが分かっ

た。変形の大きい部分は断層の位置よりも東但1に

少 しずれており,断層が東側に傾斜 しているこ

と,地表変形を起こす深部すべりが比較的浅い所

(深度 5～ 10km)で起きていることが予想される

(鷺谷他,2001;Sagiya et al,2001).

4-2 長町―利府断層における構造探査

2001年 6月 ～7月 にかけて,長町―利府断層を

対象に構造探査が行われた。探査は,震源として

は 4台 のバイブレータ,15箇所の発破震源を用

い,観漬1は 図 2に示す 2本のほぼ直交する測線と

独立型地震計・小スパ ンアレイ等によって行われ

た。解析は現在まだ継続中であるが,現在までの

予備的解析では以下のことがわかりつつある

1)小 スパ ンアレイによる散乱体解析では深度 5

km,12km,20kmに 散乱体が分布する.こ れ

らはそれぞれカルデラ構造, 1998年 9月 15日

の M50の震源の深度, S波反射面の深度に相

当する.さ らに深度 35km付近にも散乱体が推

定され, これはモホ面に相当すると考えられる

(Imanishi et al,2001)

2)反射法解析では長町―利府断層の深部延長, S

陸域震源断層の深部すべり過程のモデル化-33
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波反射面に相当する深度に反射面が存在する.

ただ し連続性は良 くない。長町―利府断層の深

部延長に相当する深度の反射面は深部で低角に

移行すると考えられる.長町―利府断層の上盤

側には多 くの反射面が見えるが,下盤には比較

的少ない (図 3).

3)発破震源の大アレイによる解析では長町―利府

断層の深部延長 に相当する深度 に7km～ 10

km程度の広がりを持つ顕者なイベントが見 ら

れる (浅野他,2001,Nakamura et al,2001).

GPSに ついては観測期間が短 くあくまでも予

備的な結果ではあるが,深部すべりが確認されつ

つあると言えよう。すべり面の深度・形状につい

てはまだ議論するには時期尚早であるが,今後構

造探査の結果とも併せて,検討 してゆく必要があ

る.

5 今後の展開

内陸地震の発生過程のモデル化は,内陸地震の

発生予測の高精度化においてブレークスルーとな

るものである。現在,内陸地震の発生予潰1に おい

ては,活断層の過去の活動履歴の調査による統計

的な予測手法がとられているが,予測の精度が数

百年であり,今後とも著 しく精度が改善される見

込みは立 っていない.内陸地震の発生場と発生過

程を明らかにすることができれば,決定論的な新

しい手法によるより精度の高い手法の開発に道が

開かれることになる GPSデ ータと地震・地球

電磁気的なデータから非弾性変形を捉えることが

可能となれば,地震危険度が低い場所を特定でき

ることが期待される.ま た,断層の下部延長の定

常的な動きが把握できれば,そ れをモニターする

ことにより,大地震発生に直接結びつ くすべりの

加速を検出できる可能性がある さらに,震源核

形成過程が解明されれば,そ れを検出するための

観測の指針が生まれるので,震源核形成過程のモ

ニターによる地震発生予測に道が開かれると期待

される.本研究を通 じて陸域における大地震の発

生時期の精度を飛躍的に向上させる技術の基礎を
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築 くとともに,今後の活断層調査・観潰1計画の指

針が得 られることが期待される。

本研究は 1995年兵庫県南部地震以降,従来の

地震予知への見直 しと具体的提案 (「新地震予知

研究」,1998)を 土台に具体的研究計画の一つとし

てまとめあげたものである。このような研究計画

は海外では例を見ないものであるが,最近米国で

EarthScope計 画 (Dalton,2000)が 計画されつつ

ある EarthScope計画はまだ実現に至っていな

いが,本研究と相補的な関係 ももつと考えられ,

その動向を見守る必要がある.

平成 13年度は研究の 3年度 目であり,中間評

価を受けることになる 第 Ⅱ期へ向けてさらに研

究成果の進展を図って行きたい。
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地殻下部の震源断層
2001年インド・グジャラー ト地震

1.  は じめ に

2001年 1月 26日 , パキスタンとの国境に近い

インド西部で大地震 (Ms80)が 発生 した (図 1).

3月 20日現在のインド政府の発表によれば,こ の

地震 による人的被害 は死者 20,005人,負傷者

166,000人 (う ち重傷 20,717人),行方不明 247人

にのばる.文部科学省は2月 16日 に平成 12年度

特別研究促進費研究「2001年 インド西部大地震の

総合的調査研究Jに科学研究費補助金を交付 し,

インド側の共同研究者 4名 を含む 18名か らなる

調査団を結成 した。詳 しい調査団の構成等につい

ては, 日本地震学会ニュースレター 2001年 3月

魂夫
号を参照頂きたい。おもな調査・観沢1の 内容は地

表地震断層調査,余震観漫1,GPSに よる地震後の

地殻変動観測,お よび被害調査である。現地にお

ける調査・観測 は 2001年 2月 18日 か ら3月 13

日にかけて実施された。調査結果については一部

すでに速報として,関連の学会誌等で紹介されて

いる (た とえば,文部科学省 2001年 インドグジャ

ラー ト地震調査団,2001).さ らに,近々,調査団

による最終的な報告書 (英文約 100頁)も完成の

予定である。ここではおもに筆者が参加 した余震

観測の結果をもとに, この地震の断層の特徴につ

いて解説する
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図 1 グジャラー ト州の地図 ★印は本震の震央



2.テ ク トニクス

USGS/NEIC(米国地質調査所 /国立地震情報

センター)が最終的に発表 しているこの地震の震

源要素は,震央が北緯 2342度,東経 7023度,深

さ 16km,地震の規模は Ms80である インド亜

大陸は安定地塊というイメージが一般的ではある

が,震源域 となったグジャラー ト州カッチ地方

(図 1)で は過去 に も 1819年 のカ ッチ地震 (M

75),あ るいは 1956年 のアンジャール地震 (M

60)な どの被害地震が発生 しており,イ ンドにお

いては北部のヒマラヤ地方と同様,最も地震危険

度 の高 い地域 にな って い る (Government of

lndia,2001)カ ッチ地方 はイ ン ドプ レー トと

ユーラシアプレー トが衝突するHimalayan Fron

tal Fault Systemの 南約 300 kmに あると同時

に, Owens Fracture Zone, Nlakran subduction

zoneお よび Chaman Faultの 会合点の東約 400

kmに位置 している (図 2).こ の地方は安定な大

陸地域 (Jhonston,1996),あ るいは安定な大陸地

域から活動的なプレー ト境界地域へ移行する場所

と見なされている.

地質時代を湖ると, この地方はインド亜大陸が

アフリカ 。南極大陸から分離・移動する際に形成

された東西にのびるリフト系内に位置 しており,

リフト内にはジュラ紀・白亜紀の陸成・浅海性の

堆積層が分布する (Biswas,1987).こ れらの堆積

岩はその後,イ ンド大陸のユーラシア大陸への衝

突・付加の過程において短縮変形を被 り,正断層

から逆断層への反転運動によって隆起 し,現在で

は山地・丘陵をなしている。現在この地方を支配

する応力場の最大圧縮力軸の向きは南北あるいは

北北東―南南西である (Gowd et al.,1992).

22°  30'

00'

図 2 カッチ地方の地形図 ▲印は観測点の位置を示す 左上はインド周辺の活構造

71° 001

24°
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3.余震分布と本震の震源断層

余震の観測は本震発生か ら約一カ月後の 2月

28日 から3月 6日 にかけて行われた.日本からは

ジェームズ・モリ (京大防災研究所), 根岸弘明

(防災科学技術研究所)お よび筆者の 3人が参加

した.イ ンド但1か らは Ramesh P Singh教 授 (イ

ンドカンプールエ科大学)および Sushil Kumar

博士 (ヮ ディア・ ヒマラヤ地質学研究所)が加

わった.余震観測の目的は詳細な余震分布から本

震断層の位置,大きさおよび形状を決定すること

である.地震発生の直後,諸機関により公表され

た震源メカニズム解はいずれも最大圧縮力軸 (圧

力軸)がほば南北を向く,逆断層型を示 していた

(図 3).しか し, これだけからは二つの節面のう

ちどちらが断層面であるかを決定することはでき

ず,詳細な余震分布の公表が待たれた。

我々は日本か ら8観測点分の余震観測機材 (1

Hz。 3成分・連続観測用 5式 および 2 Hz・ 3成

分・ トリガー観測用 3式)を持ち込んだが,観測

点の配置には頭を悩ませた 我々が日本を離れる

頃, 日本における被害の報道はカッチ地方の中核

都市ブージに偏 り,あ たかも震源域がブージの真

下にあるかの印象を与えていた。 しかし, ブージ

の東約 400 kmに あるグジャラー ト州の経済の中

心地アーメダバー ト (図 1)か ら車でブージを目

指す途中,我々はブージの東約 70 kmに あるバ

S″rJたθ篤,D″ 58 S″ ∂I
図 3 本震の震源 メカニズム解  (Kikuchi and

Yamanaka,2001)
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チャオ付近からすでに被害が大きくなっているこ

とに気がついた.た しか に USGSの 震央 はバ

チャオの北 10 kmに位置 していたが,そ れがどの

程度確かなのか当時不明であった。一方, インド

気象局 (IMD)が発表 していた震央はブージのは

るか北方にあり,USGSの 震央とは約 60kmも 離

れていた。日本国内に発生す る地震 の場合 ,

USGSの震源よりは気象庁の震源をあてにする

のが自然であるが, ここではどちらの震源を頼 り

にすべきか判断がつきかねた。このように,本震

の震源 (破壊の始まった地点)はあいまいであっ

たが,マ グニチュー ドが 8ク ラスの地震であれ

ば,本震の震源域 (最終的に破壊 した領域全体),

すなわち余震域は 100 km程度に広がっているこ

とが予想 された。バチャオ周辺の被害の状況か

ら,余震域はブージからバチャオ付近まで伸びて

いるものと思われた.我々より2週間ほど先に現

地で余震の観測を行っていた米国テネシー州立メ

ンフィス大学の地震研究情報センター (CERI)の

観測チームと電話で連絡を取 ったところ,彼 らは

ブージに拠点を置き,お もにバチャオから西側の

領域に観測点を展開しているとのことであった.

これを聞いて我々は CERIの観測点との重複を避

け,バチャオの東側に 8台の地震計を展開するこ

とにした (図 2).観測点の間隔は大体 20 km程度

である。観測点番号 1お よび 2と 8と の間が他に

比べ空いているが, ここにはカッチ大湿地と呼ば

れる湿地帯が進入 しており,地表に地震計を設置

獅靡 `Ⅷ鱚 油齢‖脳1鰤l潮 鰤鰤晰
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図 4 観測された余震の波形



することは不可能であった.

帰国後,震源決定の結果, この観測網は余震域

の東半分を囲んでいることがわかった (図 5).バ

チャオの東倶1に大きめに観沢1網を伸ばしておいた

が,余震域はそれほど遠 くには伸びていなかっ

た.も うひとつ震源決定の結果わかった事実は,

バチャオの西側に広がる余震域の西端がブージか

ら40 kmも 離れていたことである。これは観測点

30
iお  50

10  2°

設置当時, ブージが震源域内にあると予想 してい

た我々にとって意外であった.こ の地震の余震域

はマグニチュー ドの割には月ヽさかったのである.

観浪1さ れた余震の波形の 1例 を図 4に示す.直

達 P波 。S波の他に,上下動成分には顕者な変換

波とみられる相がいくつか認められ, この地域の

地殻構造がかなり複雑であることを示唆 してい

る.約 1週間の観漫1期間中,1,400以上のイベント
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ヘ
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図 5 余震の分布 ★印は本震の位置,▲印は観測点の位置を示す
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が記録 された.そ の中か らP波 および S波 の読

み取 り精度の良い 1,130イ ベントを選び,連係震

源決定法 (JHD)(Engdahl et al,1982)に より震

源と観沢1点補正値の同時決定を行った.速度構造

はインド国立地球物理学研究所 (NGRI)が 人工

地震探査から得た一次元構造を使用 した 地殻の

厚さは37kmに なっている。決定された余震の分

布を図 5に示す.断面図は図 3に 示 した震源メカ

ニズム解のうち南に傾斜する節面の走向,お よび

それに直交する方向に投影 してある

余震は主として北緯 233～ 237度 , 東経 701～

705度,および深さ 5～ 35 kmの 範囲に分布する

ただ し,5～ 10 kmの 深さの余震は 10 km以 深の

ものに比べ数は少ない 余震域は東西の走向方向

に約 40km,南北の傾斜方向に約 40km伸びてい

る.地殻内に発生する M8ク ラスの大地震の余震

域としては,深 さ方向の幅に対 して走向方向の長

さが短いことが特徴といえよう。地表で観察され

た亀裂や地滑りなどの地変の多 くはこの余震域内

に存在 し,かつ,震度分布の等震度線はこの余震

域を中心にほぼ同心円上に広がっている (Narula

and Chaubey,2001)こ のことから,図 5に示さ

れる余震域の範囲が本震の震源断層を表 している

図 6 断層の面積と地震モーメ
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と考えて間違いないであろう.USGSが決めた本

震の震源は余震域のほぼ中央に位置 し,その周囲

では余震が少ない傾向が認められる.観測点設置

当時は USGSの震源に大 きな誤差を見込んでい

たが,余震分布との比較から判断すると,誤差は

それほど大きなものではなかった。

余震の深さ分布を南北の断面で見ると,全体的

に傾斜角約 45度 の南傾斜の面が見える。このこ

とから,図 3に示される震源メカニズム解の 2つ

の節面のうち,南傾斜の高角の節面が断層面と推

定される。 また, 余震の深さが 5～35kmに 分布

していることから,本震の主要なすべりは地殻の

下部に存在 し,断層は地表には突き抜けなかった

と推測される。地表に地震断層が観察されなかっ

たのはこのためであろう

IRISに よれば本震のモーメントマグニチュー

ド (Mw)は 77と 与えられている (地震モーメン

ト45× 1020 Nmに 相当).余震域の面積 40× 40

km2は Mw=77の 地震のものとしては/1ヽ さい

Mwが 等 しい 1999年 集集地震 の余震域 の面積

40× 100 km2(Hirata et al,2000)と 比較すると半

分以下である.断層を円形と見なし,そ の半径を

20～ 25 kmと して応力降下量を求めると 13～ 24
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MPaが得 られた。一般にプレー ト内地震の応力

降下量はプレー ト境界地震のものに比べ大きな値

を示すが,13～ 24 MPaの応力降下量はプレー ト

内地震の中でも大きい方である (図 6).ま た,遠

地地震記録を用いた波形インバーションの結果に

よれば,本震の震源付近には面積 10× 20 km2,最

大すべり量 10mに達するアスペ リティが存在す

る (Negishi et al,2001).遠 地の波形記録を 1999

年集集地震のものと対比させて見ると,グ ジャ

ラー ト地震の方が継続時間の短い,振幅の大きな

波を出していることがわかる (図 7).こ れは比較

的小さなアスペリティから強い地震波が放射され

たことを表 している。このようなアスペリティの

影響は当然近地の強震動にも反映されるはずであ

るが, このことを確認できるような強震記録は残

念ながら震源域近傍では得 られていない.

図 8は インド気象局による余震の日別頻度を示

す この期間に発生 した最大の余震の規模は本震

の 2日後に発生 した mb59(USGS)で ある.本震

の規模に比べ,最大余震の規模が小さいことが特

徴である.こ れが幸いして, 余震による顕著な 2

次災害は報告されていない なお,今回の地震に

ついては前震の報告 は全 くない USGS/NEIC

(PDE)カ タログによれば, 図 5で示される領域

で 1973年以降,本震直前までに発生 した地震は

1982年 7月 18日 に発生 した mb 48の 地震一個

(北緯 2334度,東経 7061度,震源の深さ 33km)

だけである.

4.地表地震断層と余効地殻変動

カ ッチ地方 には震源域 に近接 した Kachchh

Mainland Fault(カ ッチ 。メインランド断層)

や,そ の北 方 40 kmに 位 置 す る Allah Bund

Fault(ア ラー・ブント断層)お よび Island Belt

Fault(ア イランド・ベル ト断層)な ど,東西走向

のいくつかの活断層が推定されている (図 2).地

震発生の直後は地震の規模や震源が比較的浅かっ

たこと, また既存の活断層が知 られていることな

どから,地表に地震断層が出現 した可能性が高い

と推潰1さ れた。 しか し,地上および小型航空機を
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使用 した空中からの調査では,お もに液状化と関

連 した亀裂以外の地表地震断層と特定できる断層

は見いだせなかった (Malik et al,2001)応 用地

質 (株)の調査チームによって報告がなされてい

たカッチ・メインランド断層沿いの亀裂・プレッ

シャー リッジ (ブ ダモラ村付近 :北緯 2334度 ,

東経 7020度)に ついては, トレンチ掘削を行

なった結果,地震動に伴って斜面上の表層近傍で

発生 した地滑 りによることがわかった (Nakata

et al,2001).米 国およびインドの調査チームから

も地表地震断層を発見 したという報告はなく,今

回の地震は大規模ではあったが,震源断層が地表

まで到達 しなかった可能'生が高い。このような伏

在断層の存在は,地表に現れた地震断層 (活断層)

のみを対象とした地震危険度の予漫1が必ず しも十

分ではないことを示す。地殻の下部に発生する大

地震の原因の解明は,防災上の観点からもきわめ

て重要といえる.

余効地殻変動の GPS観測 は 14の観測点を設

置 し,2月 中旬から3月 上旬にかけて実施された。

上記の短期間の観測では目立った変化は見 られな

かったが, 5月 の中旬に実施された第 2回 目の観

測との比較では数 cm程度の上下変動が認められ

た。変動量は小さいものの,地震時の地殻変動と

類似 したパターンを示 している 日本近辺で発生

した M8ク ラスの地震では余効変動が数十年にわ

たって続いた場合もあり,長期的な観測が望まれ

る.

5。 地震発生層の深さ

通常,大陸性地殻に発生する地震の震源は 15～

20 km以 浅 に限定 されて お り (伊 藤 ,1989;

Marone and Scholz,1988),地殻下部を震源域と

する地震はきわめて稀である 地殻内の地震発生

層の深さは地殻を構成 している岩石の種類,温

度,歪速度,水の含有率等種々の要因に依存する

が,単純には冷たい地殻を仮定すれば地震発生層

の深さを深 くすることができる Sclater et al

(1980)に よれば, 大陸地殻の平均的な熱流量は

55 mW/m2で ,最 も低いものは40 mW/m2程度



である。もし,熱流量が 40～ 45 mW/m2本目当の地

温勾配であれば,地震発生層の深さの下限を 25～

30 km程 度 の深 さまで伸 ばす ことがで きる

(Johnston et al,2001)。 しかし,こ の地域では熱

流量のデータが少なく,極端に冷たい地殻を裏付

ける証拠は今のところない.

他の可育旨性としては震源域の下部地殻を構成す

る岩石が,特異なレオロジーを示す場合が考えら

れる.た とえば,マ ントルの主要鉱物であるオ リ

ビンは大陸地殻の主要鉱物であるコーツァイ トな

どに比べるとはるかに脆性的であり (Kohlstedt

et al,1995), もし,オ リビンが 20 40kmの深度

に存在 していれば,そ の領域は脆性・半脆性的な

も、るまいを示すことが期待される。前述のように

グジャラー ト地震が発生 したカッチ地方は, イン

ド亜大陸がアフリカ・南極大陸から分離 。移動す

る際に形成された リフト系内に位置 しており,震

源断層付近では局所的にマントル物質が地殻下部

に相当する深さまで貫入 している可能性は否定で

きない.

なお,Johnston et」 (2001)は地殻下部に発

生する余震の原因を,冷たい地殻に加えて,本震

後の余効地殻変動がもたらす高歪速度に求めてい

る.通常の低歪速度では塑性的に遮ゝるまう地殻下

部 も高歪速度のもとでは脆性・半脆性的にも、るま

うことが期待されるからである 彼 らはこのよう

な考えに基づき,余震活動は深い方から早 く終息

に向かうと予想 している.

6.お わ り に

筆者の知る限りでは,今回の地震で現地におい

て臨時の余震観浪1を行なった観漫1チ ームは我々の

他に, すでに紹介 した CERI, インド地球物理学

研究所 (NGRI),お よびインド地質調査所 (GSI)

がある.こ のうち,GSIを 除 く3チ ームはお互い

のデータを交換 し,震源域の 3次元地震波速度構

造等の共同研究を行なう計画を進めている その

ための第 1回の集まりが 7月 上旬に CERIで開催

された CERIの あるテネシー州メンフィスの近

くでは,1811年から 1812年 にかけて M7～ 8の大

地震が 3度 にわたって発生 した いわゆるニュー

マ ドリー ド地震 と呼ばれる地震である。CERIは

今回のグジャラー ト地震を大陸内部で発生 した

ニューマ ドリー ド地震と類似の地震として捉え,

詳 しい研究に乗 り出している。安定大陸と呼ばれ

る地域に発生する地震の研究は,2001年 グジャ

ラー ト地震の発生を機に新たな展開を見せようと

している
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被害分布とその特徴
2001年インド・グジャラー ト地震

村上ひとみ

1.は じめ に

グジャラー ト地震 (Ms=80)は 2001年 1月 26

日午前 8時 46分 (現地時間),イ ンド西部グジャ

ラー ト州に発生 し,カ ッチ地方やアーメダバー ド

市など都市,農村地域に激甚な構造物被害・人的

被害を引き起 こした なお,モ ーメントマグニ

チュー ド (USGS)は 77で ある.人的被害は,死

者 20,005人,負傷者 166,000人 (う ち重傷 20,717

人), 行方不明 247人に上る (200103.20現 在 ,

Government oflndia,2001).家 屋被害は全壊家

屋 370千戸,半壊家屋 922千戸,被災総額 2,126

億ルピー (約 6千億円)と 報告されている (表 1).

最近の大地震 として記憶に新 しい,1999年 トル

コ・ コジャエ リ地震の被害 (死者 15,466人,大

破・崩壊住戸 60千戸,中破住戸 59千戸,文部省 ,

1999)に 比べて,ま た,1995年兵庫県南部地震に

よる被害 (死者 6,400人,全壊世帯 181千戸,半壊

世帯 275千戸)に比べて, さらに被害が膨大であ

ることがわかる.

文部科学省の科研費補助金による調査チームの

うち,被害調査班 (リ ーダ :筆者)は 日本側 10名 ,

インド側カウンターパー ト3名から成 り,2001J手

3月 4日 ～3月 13日 の間,現地調査を行った。調

表 1 家屋被害総数 (単位,千戸)

Kachcha Huts Total
非恒久  小屋 合計
住宅

Ref :Gov of lndia,Krishi Control room,20卜 /1ar

2001 report

http://www ndmindia nicin

査メンバーは,村上ひとみ (山 口大),澤田純男・

林康裕 (京都大),久 田嘉章 (工学院大),Venka‐

taramana Katta(鹿 児島大), S.Pareek(日 本

大), 目黒公郎・上半文昭・PK.Ramancharla

(東京大),斧志保 (毎日放送),D K Paul,RN
Dubey,A Kumar(イ ンド,ル ールキー大学)で

ある.こ こでは,調査結果及び被害統計資料を基

に,被害の分布とその特徴についてまとめる。な

お,詳細については,文献 (日 本建築学会,2001;

Sato,2001)を 参照 して頂きたい.

2.被害の背景

宇津による世界の被害地震データベース (東京

大学地震研,2001)か らインドで死者 100名以上

の地震を検索 し,地震規模と人的被害の死者総数

の関係を図 1に示す。今回の地震はインドにおい

て,今世紀最大の被害地震であったこと,死者数

は地震規模とマクロな相関関係にあるが,今回の

地震死者数がマグニチュー ドから想定される数よ

り数倍大きいこと,な どが挙げられる。

Earthquakes in lndia(1800-2001,Dead〉 100)by

7

M

地震の規模と死者数
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Fully destroyed     187

Partially destroyed   501

Tota1                 688

167     16    370

387     34    922

554     50   1292

図 1

Utsu Database  2001 Gttarat eq
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State Capital

Population(thousand in 1991)

グジャラー ト州の人口は41,310千 人で日本の

約 1/3,面積 は 196千 km2で 日本の約 1/2に 達

し,人 口密度が 211人/km2と なる (表 2).グ ジャ

ラー ト州の人口増加傾向はかなり急速であり,

1989年 か ら 1991年 までの増加率が 21%と なっ

ている。

表 2 グジャラー ト州の基本統計

なお, インドの地震危険度ゾーニングマップに

よれば, カッチ地方は危険度V(最大級,想定震

度は MMI=Ⅸ )に , アーメダバー ドは危険度Ⅲ

(中級,想定震度 MMI=Ⅶ )に指定されていた。

3.震 度 分 布

今回の地震で震源域に最も近い強震観測点は,

ルーキー大学によるアーメダバー ド市 (震央距離

約 250 km)の 加速度記録のみであった。9階建て

RC建物の 1階で 100 gal,最上階で 300 gal程度

と報告されてヽヽる。(Roorkee University,2001)

調査チームではMSK震度階の解説表に基づき

ア ドベ造, 組積造, RC造などの建物種別ごとの

被害調査に基づき震度分布を推定 した (久 田・目

黒, 2001)ま たアンケー ト震度調査を実施 して

MSK震度の推定を試みた (村上 。他,2001).久

田らによる推定震度分布を図 2に示す.最大震度

はバチャウを含む東西 60 kmの 範囲でXに達 し,

これは気象庁震度階Ⅶに相当する.震度分布は地

Gandhi Nagar

41,310

Area(thousand sq km)

Females per 1000 males(1991)

Literacy rate(1991) 61 3

Ratio of urban population(1991) 34 5

Net Domestic Product(Rs millon

at current prices in 1992-93)

322.400

Per Capita lncome(Rs at current

prices in 1992-93)

7,586

Principal Language Guiarati

Population density(person/Sq km) 211

MSK lntensity CO
1

ntours using AI
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図 2 建物被害調査による推定 MSK震度コンター (久 田・目黒,2001)



写真 1 バチャウ市内の被害,RC構造物と組積

造の倒壊

写真 3 ブージ旧市街,パ レス

写真 2 ブージ日市街の被害状況

写真 4 アーメ

側ブロ
ダバード市,高層アパートの手前

ックが倒壊

写真 6 組積造住宅被害, ロリア村写真 5 タペル村,見渡す限リガレキばかり
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震断層の走向方向に長軸を持つ楕円状に拡がって

いる.ブージの震度はおよそⅧ (気象庁震度でV

弱)である。

4.人的被害の分布

グジャラー ト州における人的被害と人口を表 3

に 示 す 人 的 被 害 (死 者 20,005人)の 92%

(18,416人)が カッチ地方で発生 した。アーメダ

バー ド地方 (人 口 580万人)の中心アーメダバー

ド市では,集合住宅のうち,中低層 (約 60棟)及

び高層 RC造 (3棟)が倒壊 し, 約 750名 が亡 く

なっている.

表 4に震源地であるカッチ地方の被害統計を示

す.RC造 被害に力日え,Kuchcha(カ ッチャ,泥

壁,藁葺きなど非恒久的住宅)や Pucca(パ ッカ,

レンガ造,組積造など恒久的住宅)と呼ばれる脆

弱な伝統的な組積造家屋に被害が集中し,18,403

人の死亡者が出ている 郡別の死亡率を示す地図

(図 3)をみると,特に震央距離 12 kmのバチャウ

郡 (Taluka,バチャウ市と周辺町村)で最も被災

度が高 く, ここだけで全死者数の 3分の 1以上に

相当する7,424人が亡 くなり,死亡率が 64%に

表 3 地方 (district)号 1の人的被害

S No Districts 卿 Pttn T
l    Ahmedabad

2    Amreli

3    Anand

4   Banaskantha

5    Bharuch

6   Bhavnagar

7   Gandhinagar

8    」amnagar

9    」unagadh

10  Kachchh(Bhuj)

1l    Kheda

12    X/1ehsana

13    Navsari

14     Patan

15    Porbandar

16    Ralkot

17      Surat

18  Surendranagar

19    Vadodara

20   Sabarkantha

21    Valsad

Total:

751     5808378    0 01

0     1393295    0 00

1     1856712    0 00

32    2502843    0 00

9     1370104    0 00

4    2469264    0 00

8     1334731    0 00

119     1913685    0 01

8    2448427    0 00

18416     1526321    1 21

0    2023354    0 00

0     1837696    0 00

17     1229250    0 00

38     1181941    0 00

9     536854    0 00

433    3157676    0 01

46    4996391    0 00

113     1515147    0 01

1     3639775    0 00

0    2083416    0 00

0     1410680    0 00

20005   46235940    0 04

2001 population in Kachchh district is estimateci

http://ndmindia nic in/eq2001/eq2001 html

表 4 カッチ地方の郡別被害統計

Taluka name House-    1991    Number
holds   Population  of Dead

世帯数

Collapsed
Dead%    Pucca

%:#3 明 fTゞ
非恒久住宅 震央距離

倒壊    km
宅
％

住
率

久
壊

恒
倒峰

口
９９
人名君区 死者数   死者%

BHUJ

MUNDRA

MANDVI

ABDASA

LAKHPAT

NAKHATRANA

RAPAR

BHACHAU

Aniar:#1

Gandhidham:#2

55486

13945

27876

17070

7416

21610

24273

22944

32176

20743

277215

68652

146034

86402

36759

116944

150517

114759

160640

104585

4503

65

72

19

2

23

732

7424

4702

861

1 62

0 09

0 05

0 02

0 01

0 02

0 49

6 47

2 93

0 82

67

85

83

23

8

｀ 26

91

95

81

54

57

77

49

22

16

12

69

95

77

45

68

85

118

152

162

108

38

12

43

43

Total 243539 1262507 18403 1 46

#1:ANJAR Taluka except for Gandhidhamガ ンディダム市を除 くアンジャ郡

#2:Gandhidhanl city area

#3:Pucca and Kuchcha damage statistics in villages from UNDP v′ eb page
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図 4-b 震央距離に対する郡別死亡率 (%)

カッチ地方町村部の学校は 62%の教室が倒壊 ,

27%が半壊の被害を受けた.医療施設は 566棟の

内 14%が任1壊,52%が半壊 した.

5 緊急対応と再建に向けて

災害の緊急対応はグジャラー ト州が中心にな

り,カ ッチ地方役所 (District Collectors'Omce)

に現地対策本部を置いて救援に当たった。中央政

府農業省にも緊急対策本部 (Crisis Center)が 設

置され,省庁や軍の支援対策を統括 した

国際赤十字はブージ市内の大学敷地にキャンプ
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震央距離に対する郡別パ ッカ住宅倒壊

率 (町村部のみの被害データ)

達 している 町村部の Pucca家 屋任1壊率で もバ

チャウが 95%と 最 も高 く,ア ンジャ,ム ンドラの

77%が これに次 ぐ。震央距離に対する家屋の倒壊

率は,ば らつきがあるものの明らかな減衰傾向が

認められる (図 4a,4b).

カッチ地方の町村統計部局がとりまとめた被害

統計 (UNDP)に よると,同地方の犠牲者の 69%

が市部で,31%が 町村部で発生 しており,人回の

割合と逆転 している 市部の死亡率が高 くなる背

景として,多層階の住宅が多 く犠牲者が増えた,

家屋の任1壊により街路も埋まり救助が難 しかった

ことなどが推察される。

●・
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を展開 して各国のチームが医療介護などの支援に

当たっている.

被災地では倒壊家屋だけでも37万戸に達 し,

約 185万人が家を失 った。半壊の 92万戸につい

ても補強のため,何 らかの仮設住宅を必要 とす

る.州対策本部によれば,雨期 (6月 )に 入る前に

最小限の仮設 シェルターを与える必要があり,そ

の材料給付等の準備を進めているとのことであ

る.州政府の震災再建政策はつぎの 4つ である.

(1)倒壊率 70%以上の 256村 (内,カ ッチ地方の

172村)が対象.村の正式申し入れにより移転を

促進する.被災各村について,企業,他の州政府 ,

民間組織のボランティア復興資金援助 (総費用の

1/2)を「養子 (adOption)」 という形で募る.

(2)倒壊率 70%未満の村が対象.元の場所での

再建・補修補強費用を支援する。州が被害調査に

基づき技術的ア ドバイスを与える.

(3)震央から遠距離の被災地域が対象。再建,補

修費用を支援する.

(4)被害激甚な都市であるブージ, アンジャ,バ

チャウ, ラパルが対象.軸組構造・組積造の建物

種別に応 じて多層階建物 も含めて住戸所有者に資

金援助

お わ り に

カッチ地方では最も高い地震危険度が想定され

ながら耐震規定が実施されず,特に地震に殆ど抵

抗力のない伝統的な組積造 (Kuchcha,Pucca)

が軒並み倒壊 し,人的被害をさらに大きくした.

RC構造物もピロティが弱い, 壁が少ない, 鉄筋

が少ない,柱・梁接合部が弱いなどの原因から多

くが倒壊した。今後グジャラート州を皮切りに耐

震規定の強制導入を検討中と聞いている.今回の

痛切な教訓が生かされて防災対策の進むことを願

う次第である。

現地調査の段階では仮設住宅はまだまだ少な

かった。長期に亘る困難な住宅・公共施設・職場

の再建には, 日本からも多 くの支援を望みたい.
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ところ変われば品変わる!野良いのしし?

写真は,2001年 2月 にインド・グジャラー ト

州で起 こった M7・ 7の 大地震の被害調査 に

行ったときの光景である。いのししが街中を闊

歩 しているのである.い のししだけあって,豚
とは違って顔付きが精憚である.ト ラックの傍

なのでまさに街中である インドでは,牛を殺

してはいけないので,街中を悠々と歩いている

牛を見かけることはしょっちゅうであるが,い
のししが歩いているとは思わなかったので驚い

た そう思って注意 してみると,い るは,い る

は,た いていは数頭の群れになっているようだ

が,写真は非常に撮 りにくかった 牛のように

悠々とはしておらず,殆ど何時も走 り回ってい

るからである.そ して,大,猫と同じように人

間を恐れるという気配は全 くなかった。この理

由を色々考えてみたのだが, この地は独立の英

雄ガンジーの生まれ故郷であって,菜食主義の

地である.魚を含めて動物性たんぱく質を一切

とらない。日本だったら街中を野良いのししが

歩いていたら1日 もしないうちに鍋になってし

まうところが, この国では悠々と歩いていられ

るのではないかというのが私の結論である つ

まり食べられもしない動物を捕まえても仕方が

ないのである ただ大猫のように愛玩動物とも

なれば別であるが。そのような用途も無いよう

である.ま た狼のように害獣というわけでもな

い

したがって,人間は餌もやらなければ捕まえ

もしない。ごみ捨て場には,捨て牛とこのいの

ししが集まって食べ物を探 している.余談だ

が,牛には,捨て牛と飼い牛の 2種類あって,

労役や牛乳の生産ができる間は飼われていて,

それが出来なくなると捨てられてしまうのであ

る.街中を悠々と歩いているのは捨て牛であ

り, これは悠々ではなくて栄養失調のため元気

に歩けないのではないかと思 う。 もう一つ余談

だが,菜食主義の料理というのは我々には非常

にまずいということである.我々の料理を美味

しくしているのは,色々な動物性蛋自である.

例えば,鶏がら,牛肉自身のだし,煮干などで

ある 勿論,そ れらの代わりに多すぎるほどの

香辛料が使われているが, これらは動物性蛋白

質にかけてこそ美味 しくなる.例えば胡椒は,

ビフテキにかけると美味 しいが,野菜にかけて

もそれ程美味しくはならない。いずれにせよ,

世界には私などの知 らないことがまだまだいく

らでもあるということである。

(M.H.)
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・地震予知連絡会情報・長谷川 昭・ ■

2001年 8月 20日 に第 144回地震予知連絡会が開かれ

た 2001年 5月 から7月 の期間の全国の地震活動と地殻

変動の概況が報告され,そ れらに対する質疑応答が行わ

れた 続いて,関東地方,伊豆地方,東海地方,東北地

方の地殻活動についての観測研究成果が報告され議論さ

れた トピックスとしては,「兵庫県南部地震の前兆―兵

庫県南部地震の前兆とその予測可能性―Jが とり上げら

れた 各機関から地震活動,測地・地殻変動,活断層,

地下水,電磁気などの調査研究成果が報告され,そ れら

を基に議論が行われた

第 145回地震予知連絡会は 11月 19日 に開催された

はじめに,在 り方検討ワーキンググループからの中間報

告が行われた その後, 2001年 8月 から10月 の期間の

全国の地震活動と地殻変動の概況が報告され,それらに

対する質疑応答が行われた 続いて,関東地方,東海地

方の地殻活動についての観測研究成果が報告され議論さ

れた さらに,防災科学技術研究所から話題提供として,

西南日本の地殻底部低周波微動,地殻岩石の粘性係数に

関する報告が行われた トピックスとしては「沈み込み

プレート境界におけるアスペリティ」がとり上げられ,

各機関から研究成果が報告された その後,それらを基

に議論が行われた.

1 全国の地震活動

日本列島およびその周辺で発生 したM5以上の地震

は,2001年 5月 ～7月 の期間に 17個,8月 ～10月 の期間

に 16個であった 陸域の浅い地震としては, 2001年 8

月 25日 に京都府南部で M51の地震が発生 した。この

期間では,北海道およびその周辺域の地震活動が目立っ

た.2001年 5月 25日 には択捉島付近の深さ30kmを震

源として,M66の地震が発生した 8月 14日 には青森

県東方沖の深さ43kmを震源として, M62の地震が発

生 した 10月 4日 には千島列島の深さ324 kmで M60
の深発地震が発生した また,8月 18日 には沖縄本島近

海の深さ43 kmを震源として, M63の地震が発生して

いる

2.東 海地方の地殻活動

東海地方におけるフィリピン海プレート上部境界面の

推定固着域周辺の地震活動については,上盤側 (地殻内)

では1996年頃からの静穏化の傾向が現在も続いている

一方,下盤側 (ス ラブ内)で は1998年頃から活動が低下

していたが, 2000年 10月 頃から活動度が上がって以前

の活動度に戻りつつある.

水準測量の結果によると,浜岡の水準点 2595は 掛川

の水準点 1401に対 して,今期間も沈降が継続 してい

る 観沢1値から年周変化を補正 した後の結果をみても,

以前からの沈降傾向は継続しており,通常の変動の範囲

を超えてはいないと考えられる。

東海地域のGPS観測データから, この地域のプレー

ト間すべりの時間変化を検出したことが報告された

1997年 1月 からの観測データを用いて,各成分ごとの平

均速度および年周変化を推定し,観測データからそれら

を取り除いた結果,浜北,浜松などの東海地域西部のい

くつかの観測点では,2001年 4月 頃から水平地殻変動の

パターンに特異な変動がみられた (図 1,図 2).ま た,

名古屋大学による過去 25年間の 2地域 (桂HI■日良,蒲

郡―田原)の光波測量の観測結果は, 2地域とも4～ 5年

ほどで,距離が縮む期間 (短縮加速期)と 短縮変動が停

滞する期間 (短縮緩和期)が交互に現れ (図 3),そ れら

が三ヶ日一推り|1間の水準測量による上下変動の進行期と

停滞期に合致することが示された これらの短縮緩和期

は1980年前後と1990年前後の 2回確認され,そ れらが

今回の2001年 東海地域 GPS異常変動と同様な変動に

対応 している可能性が報告された 2001年東海地域

GPS異常変動, 辺長変化の短縮加速期 (1985～ 1987年

頃)お よび掛川沈降の加速期における変動速度を説明す

るプレート境界における非地震性すべりのモデルが報告

された (図 4).現在進行中の異常変動は過去にも繰り返

し発生 していた可能性があり, この異常地殻変動が直ち

に東海地震に直結するとは考えられない しかし,推定

された非地震性すべりは東海地震の想定震源域の周辺部

で生 じており,周辺でのこのような非地震性すべりの繰

り返しにより,想定震源域が取り残され,最終的に大地

震を発生させるというシナリオは考えられる, という報
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平均的な地殻変動からのずれ (精密暦 )

3/27-各期間のデータに直線フイットして地殻変動量を推定したもの。
2000年 1月 までのデータから平均速度及び年周変化を推定している。

134E      136E      138E      140E

図 1 東海地方の地殻変動 観測点配置と 2001年 3月 27日 ～10月 23日 の変動 (国土地理院資料 )

56-地震ジャーナル

、　　　　９６０７５３御０　　９３０２９欧・
９５０２８４鰤０　９６０６２９獅鴨̈『“

2001.03.27‐ 2001.10.23

、ム も、ヽ、ヽ
ぐ゙ニニy≧

■ lcシヽ
100 1an  ―一‐

（
一〃



東海地方の地殻変動 (1)
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東海地方の地刺
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告があり,そ の後,質疑応答があった

3 2000年広域非地震性すべ りの発生の可能性

1993年から開始された GPS連続観測のデータを全国

規模で詳細に調査した結果, これまで伊豆諸島,東海,

房総半島,伊豆半島,南関東に見いだされてきた2000年

7月 ～10月 の期間の非定常すべりの分布は,よ り広域に

及んでおり,糸魚川―静岡構造線をはさんで,日 本列島を

東西に分断する地殻変動のパターンがあることが明らか

になった この変動は,仮に東北日本を不動と仮定する

と,西 日本が広い範囲でこの期間に東進したことが示唆

される 変動量は最大でもlcm弱であり, 浪1定精度と

同程度であるが,観測された変動のパターンには規則性

が見られ,真の地殻変動である可能性がある この非定

常変動が系統的に見られる地域は,中国地方から北陸地

slant:1997/06/01-2000/06/01

Period:1998/10/01‐ 1999/1o/30

2000/10/30-2001/10/30

128E

図 5

132E             136E             140E

2000年 7月 10月 の非定常地殻変動の分布 (国土地理院資料)



東海地域における辺長変化と上下変動 (1978-1996)
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図 3 東海地 l.に おける辺長変化 と上下変動 [1978年～ 1996年](名古屋大 資ド )
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図 4 東海地域の異常地殻変動を説1月 する. ブレート境界における非地震性すべりのモデル (国土地I甲院資半1)
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図 9 地震波形解析による東北沖のアスペ リティ分布 (東大地震研資料 )

すベリ不足
図 1l GPSデ ータと相似地震 デー タか らlt定 し

たプレー ト境界のすべ り速度分布 (東北大

資料 )

）
）
メ

140E

コンター :GPSデ ータから推定された
プレー ト間すべり速度偏差
(1996年4月 -1999年 3月 の平均)

丸印 :相 似地震データから推定された
ブレー ト間すべり速度
(1992年 4月 -21110年 7月 の平均)
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方の日本海側,九州南部,南西諸島であり, これまで

CPSで 観測されていた定常的な地殻変動の東進成分の

大きい地域と概ね一致しているようである (図 5)

4.箱 根周辺の地震活動

2001年 6月 下旬から8月 下旬にかけて,箱根で地震活

動が活発化した 震源はほぼ南北方向にのびる帯状の領

域とそれに直交 して東西方向にのびる帯状の領域とに分

布しており, 震源の深さは5km程度と浅い 最大の地

震はM29で あった 湯河原の体積歪計や GPSの 観測

データにも地震活動に関連すると思われる地殻変動が記

録されており, これらの活動は火山性のものであると考

えられる

5.西 南 日本で発見された地殻底部低周波微動

高感度地F~観測網 (Hi net)に よる観測データにより,

西南日本の広い範囲で地殻底部を震源とする低周波微動

が発生していることが,初めて明らかになった 観測さ

れた微動のエンベロープ記録の振幅の時間変化は,異な

る観測点間で相関が見られる 観測点間のエンベロープ

振幅変化の相関が最大になる時間差から走時差を推定

し,それを用いて微動発生源を決定した 得られた微動

源は,長野県南部から豊後水道に至る,長さ約 600 km

の範囲に分布しており, フィリピン海プレートの幾何学

的形状 (等深線)と 非常に良い関係を示す (図 6)微動

源の深さは約 20～ 30km程度である この微動は,い っ

たん発生 し始めると数日間,あ るいは 2～ 3週間継続す

る場合がある しかも,微動源は一カ所に留まらず,空

間的に移動することが多い (図 7)こ の微動は周囲の地

震活動の影響を受けやすく,地震により活発化する場合

や,逆に沈静化する場合がある.ま た,継続している微

動の中に,低周波地震が発生していることもあり,気象

庁により震源決定されているものもある 微動の継続時

間が非常に長いこと,微動源が移動することから,微動

発生のメカニズムに地下の流体が関与していると考えら

れる フィリピン海スラブと微動源の空間的関係から,

流体はスラブからの脱水反応に起因しているものと推定

される

6.兵 庫県南部地震の前兆

―兵庫県南部地震の前兆とその予測可能性―

第 144回地震予知連絡会の トピックスとして,1995年

兵庫県南部地震の前兆が取り上げられた 活断層,地震

活動,地殻変動,地下水,電磁気などの観測データを現

在の我々の知見で再検討 した場合,地震発生の予測が可

能であったか否か,あ るいは,地震発生予測を実現する

ためにはどのような問題点があったか, に関する議論が

イiわれた

133・              :34・              1

図 6 地殻底部低lJ波微動の発r■ 源の分

`j
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図 7 微動源の時空間分布 [2001年 1月 ～9月 J(防 災科技研資料)

長期予測の立場から次のような報告があった 地震発

生後に実施された活断層の トレンチ調査の結果からは,

淡路島から有馬―高槻構造線に至る活断層系の系統的な

調査が事前に実施されていれば,今回の兵庫県南部地震

の発生が切迫していることに気づいた可能性が高い こ

れを踏まえて,琵琶湖西岸断層系において,1662年琵琶

湖西岸地震との関連を含めて,現在,詳 しい調査を実施

している また,長期の地震活動データによると,兵庫

県南部地震も2000年 鳥取県西部地震も中規模の地震活

動があった地域で発生 しており,注意すべき活断層とし

て取り上げることは可能であった

中期・短期予測の立場から以下の報告があった 今回

の兵庫県南部地震の震源域では事前に地震活動が静穏化

しており,地震の発生場所の特定に役だったと思われ

る また,周辺地域では本震の発生の数力月前から地震

活動が静穏化しており,地殻活動の異常の検出は可能で

あった さらに,兵庫県南部地震の震源域周辺では,地

震発生の直前の数年間でグーテンベルグ・リヒター式の

b値が低下していた M2以上の地震のフラクタル次元

が 1994年 の丹波山地の地震活動以後に急激に減少した
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ことも明らかになった ただし, このような解析により

前兆を検出するには,地域性に応じたパラメターの組み

合わせを探すことが必要である

短期・直前の現象として,震源域の真上付近での地下

水観測による前兆現象の事例,電磁気観測データによる

前兆現象の観沢1例が報告された これらの前兆現象から

震源域を特定するのは必ずしも容易ではなく,組織的な

観測により異常の原因を絞り込んでいくような観測体制

の整備が重要である,な どの指摘がなされた

7 沈み込みプ レー ト境界におけるアスペ リティ

第 145回地震予知連絡会のトピックスとして,沈み込

みプレー ト境界におけるアスペリティが取り上げられ

た「地震で大きくずれる場所をアスペリティと呼ぶJと

して,将来起こる大地震のアスペリティを予測する手法

についても議論を行った。

地震時に大きくすべる領域がアスペリティであり,通

常は強く日着している 個々のアスペリティの位置は時

間的に不変である 複数のアスペリティが互いに近接 し
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“
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て存在している場合には,連動してすべることがあり,

その場合,よ り大きな地震となる アスペリティは初期

破壊開始点から離れている場合が多く,余震はアスペリ

ティの周辺部に多く発生する アスペリティの大きさ,

分布には顕著な地域性が見られる (図 8)一例として,

東北沖のアスペリティの分布を図 9に示す この地域で

は個々のアスペリティが単独で動けば M7ク ラス,複数

が連動するとM8ク ラスの地震という発生パターンが

見られる

岩手県釜石沖のプレート境界で M48± 01の地震が,

平均間隔 535± 053年で繰り返 し発生している これら

の地震は,波形,発F~機構ともほとんど同じ相似地震で

ある このような特徴的な地震活動は,安定すべり域に

囲まれた小さなアスペリティの繰り返しすべりによるも

のと解釈される 付近に他のアスペリティが無いこと

が,発生間隔がほぼ一定になる原因と考えられる.次回

の活動は遅 くとも2001年 中であろうと予浪1さ れていた

が,2001年 11月 13日 に予測l通 りの規模の地震が予測通

りの場所で発生した (図 10)

安定すべりの領域に■lま れた小さなアスペリティの繰

り返 しすべりは,釜石沖以外でも起こっている可能性が

ある それらは波形が互いに相似になることが期待され

る そのような相似地震が大平洋下のプレート境界付近

醐一雛鍼翻一
図 8 アスペ リテ ィ分布の地域性 (東大地震研資ll)
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図 10 岩手県釜石沖の固有地震的地震活動のMT図 とモーメント積算分布 (東北大資ドD
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140°  142°  144◇

に多数見いだされた さらに, Nadeau and Johnson

(1998)の スケーリング則に基づいて,相似地震の時空間

分布から,プ レート境界でのすべり速度の空間分布を推

定 した結果,GPS観測データに基づく推定結果と比較

的良い一致を見た (図 11)こ とが報告された

1987年 にM6級の地震が多発 した福島県沖は,そ の

後,地震活動が低調であったが,2001年 2月 25日 にM
58の地震が発生 した いわき沖のGPSデータから,M
58の地震後約半年間にわたって,プ レート境界面上の

およそ 20 km× 35kmの範囲で非地震性すべり (余効す

べり)が発生 したことが推定された すべり量は約 40

cmに 達し,Mw67に 相当する 今回の非地震性すべり

の領域 は,1987年 のM6級の3つ の地震のアスペ リ

ティの手前で停止 しており,い まのところその内部にま

では及んでいない (図 12)し たがって,今回の非地震性

38・ 001

37・ 30'

37・ 00'

36° 30'

すべりの結果,隣接するこれらの3つ のアスペリティに

応力が集中しつつあり,次の地震はこれらのアスペ リ

ティが破壊するときと予測されることが報告された

静岡県西部下の東海地震想定震源域では,1996年 後半

から地殻内で,ま た,1999年 8月 からスラブ内で微小地

震活動の静穏化が始まった 活動の増減は過去に4回見

られる 時期に応じて活動の増減の空間パターンは異な

るが,それらの間には共通の特徴が存在するように見え

る すなわち,活性化する地域と静穏化する地域は互い

に重ならない 活性化地域はパッチ状に出現する (本誌

22～ 23ペ ージ,図 10,11参照)活性化域―静穏化域のパ

ターンに共通の特徴が存在するということは, アスペリ

ティがl■l着域の中に予め割り付けられていた, と考える

ことができると報告された.

141・ 00` 141・ 30: 142・ 001 142° 30: 143・ 001

010225M5,8

｀ヽ 010226M5`4

―
―50 km

図 12 福島県沖の地F~発生頻度分4j(ヨ ンター)陰 影の領l●lは アスペ リティ,四角の領域は今 可の余効すべ り域,黒丸は余震を示す (東 北大資料 )
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瀬野徹三 著

続プレー トテク トニクスの基礎

評者 橋本  学  ■■■■■■■■■■■■●
=■

■■■■

待ちに待っていたものが,や っと出た 前巻「プレー

トテクトニクスの基礎Jが出版されて, はや 6年の月日

が経過した.こ の間,地震予知を中心に団体地球科学を

めぐる社会環境は大きく変化 し,評者個人も立場が変

わった しかし, これだけの時間を要したことを,決 し

て著者の責にすべきではない。「まえがきJに書かれてい

るように, 日進月歩の研究のために,著者をもってして

もこの続編の主題はまとめるのに長い時間を要するテー

マであった, ということである そのため,固体地球物

理を志す学生が大学院入試に備えての必読本となった前

作に比べ, この続編はより “瀬野色"の濃い内容となっ

ている.

テーマは,ずばり応力場とプレート運動の原動力であ

る.1960年代に提出されたプレー トテクトニクスによ

り,地球表面を覆うプレートの運動が地震・火山などの

地学現象の要因であることが理解されるようになった

さらに, この考えは1980年代の宇宙測地学の進歩によ

り実証され,“仮説"か ら “理論"へ と昇格しつつあると

言える しかしながら, ウェーゲナーの大陸移動説がそ

の原動力に対する批判に答えられなかったがために,当

時の学会で受け入れられなかったように,プ レートテク

トニクスもその原動力を解明しない限り,砂上の楼閣に

留まらさるをえない。著者はこの大問題に対 して,プ
レー ト内応力という切 り□から取り組んだ このアプ

ローチは一見,プ レートテクトニクスの基本的な仮定を

否定するものである_すなわち,プ レートは岡1体であり

変形 しないという仮定が,プ レートテクトニクスの基本

にある しかしながら,実際はプレート内部といえども

変形 し,地震も発生する このことは,プ レートテクト

ニクス “理論"は現時点でさえ,第 0近似に過ぎないこ

とを示している 著者はこの認識に立って,よ り近似の

高いモデルを構築することにより,“理論"の完成を目指

しているといえよう

プレート内応力を再現することにより,プ レート運動

の原動力を探る研究は1970年代末の Richardsonら の

有限要素法を用いた研究を始め,決 して新しいものでは

ない しかし,著者は可能な限り解析的なアプローチを

用いて,第 1近似としての応力場とプレート運動の原動

力の関係を示そうとした 第 1章 において,プ レートに

働 く種々の力とその定式化をおこなっている 中でも

リッジ押 し力など不均質構造による力の定式化は,最近

議論に上るGravitational Potential Energy(GPE)の

基本概念であり,関心のある方はチェックされたい 第

2章は, プレートの熱構造のモデル化であり, その研究

の歴史もたどることができる 第 3章 は,ス ラブにかか

る力とスラブ内応力場の問題を扱っている ここでは,

豊富な地震の発震機構/モ ーメント・テンソルのデータ

から沈み込み帯のスラブ内応力場に基づく分類を行って

いる さらに, この分類結果とトモグラフィーの結果と

合わせて議論し, スラブの応力を決めるのは,地震で見

えないスラブを含めたいろんな要素の総合であると言い

きり, これまでのモデル研究の見直しを暗に迫ってい

る.第 4章 は,分厚い地殻をもつ大陸と島弧の熱構造・

応力場の問題を取り上げている 特に, この章の後半に

おいて,九州と北海道の異常な GPS速度場の成因とし

て,オ ホーツク海と東シナ海に湧き出しがあるのではな

いか, との大胆な仮説を提唱している このあたりは現

在の研究の最先端であり,議論の沸騰するところであろ

う 第 5章のテーマは,マ ントル対流の理論であり,全
マントル対流か,あ るいは2層対流か現在固体地球科学

で最もホットな話題が紹介されている そして,プ レー

ト運動速度を説明するためには, 2層対流の方がベター

であると説く

第 1章からの議論は,それだけで十分教科書として成

り立つ内容であるが,すべて準備であり,圧巻は第 6章

である これまでのプレー ト運動原動力の研究の多 く

は,岡」体プレートにかかるトルク・バランスに基づいて

推定されてきた その中で主役の座を占めてきたのは,

スラブ引張り力である しかし, トルク・バランスの議

論は,「想定した仮定が想定 した結果を生み出すという

一種の トートロジーとなっているJと 著者は主張するく

だりに,思わず拍手を送りたくなったのは評者だけでは

あるまい。そこで,変形するプレートの概念を持ち込み,
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応力場を再現するような原動力を推定してみると,ス ラ

ブ引張り力の相対的重要性に疑間を投げかける結果と

なっている.

「まえがきJに もあるように,現在どんどん新 しい研究

が進み,内容が書き換えられている分野であるため,す
べての研究を網羅することは不可能であろう とはい

え,評者としては,不均質構造を扱った数値モデルによ

る研究成果やプレートの曲げに基づくレオロジー研究な

どの紹介が欲 しかったところである また, この本の中

では最近流行のバックスリップ・モデルによる研究成果

が一切紹介されていない。このモデルは,島弧の変位場

を説明するモデルとしてもてはやされている しかし,

バックスリップ 。モデルはプレート境界にのみ偶力を仮

定するモデルであるので,プ レートにかかるすべての力

を丹念に評価していく著者のやり方とは相容れないもの

があるのだろうか ?著者の見解を聞きたかったところで

ある。とはいえ,現在まさに動いている最前線の研究の

一端を紹介するだけで, これだけのページ数を要してい

ることを考えると, ちょっとぜいたくか

プレート運動の原動力の解明は,ま だまだ遠い目標で

ある しかし,我々は着実に研究を進めつつあり,本書

はその目標への一里塚となることは間違いない.な お,

本書と相前後 して,現在最先端の研究者による著書が出

版された (唐戸俊一郎著「 レオロジーと地球科学J,高橋

正樹著「島弧・火山・マグマJな ど)こ れらの書と合わ

せて読まれることをお勧めする.

<朝倉書店,2001年 4月 ,A5判,162頁,本体3,800円 >

萩原幸男,糸田千鶴 著

地球システムのデータ解析

評者 斎 藤 正 徳  ●
=■

:::=:無
=在

摯
=轟

驚彗諄:■■:

データ解析は地球科学, とくに評者が専門としている

地球物理学の研究にはなくてはならない道具であり,そ

ろばんと計算尺の時代から先輩たちが苦労 してきたとこ

ろである したがってデータ解析の教育は地球科学のカ

リキュラムの中では重要な位置を占めるべきはずのもの

である.し かし重要性は理解できるとしても,現実には

簡単ではない。教育する方としては最新の技術を教え込

もうとするが,教育を受ける学生はおそらく学部 2,3年

生で,教えられる技術がどのような場面で役にたつかと

いう動機付けに乏 しい そこでとおリー辺に講義を聴い

て単位を取っておしまいということになりがちである
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卒業研究に取りかかったり,修士に入って研究対象が具

体的になるにつれて,あ のときに教わったのはこういう

ときに役に立つのだということが実感できるようにな

る 最近のもう一つの問題は, ソフトウェアの発達に

よってデータを入れてマウスをクリックしさえすればと

もかく答えが出てきてしまうということがある どのよ

うな過程で答えが出るのか, この方法の落とし穴は何

か, というようなことを全く知らずに結果が出てきてし

まうことは恐ろしいことである.

前置きが長くなってしまったが,本書は上の問題をか

なりの程度解決したすぐれた教科書である 話の進め方

が非常にユニークで,な るほどこういうやりかたがある

のかと感心させられるところが多い 例として第 1章

「まずデータを整えようJを取り上げる (こ のタイトルが

まずユニーク)こ の章では差分法,内挿法,数値積分法

などが取り上げられているが,普通の教科書のように個

別に議論されているのではなく,「虫 (異常データ)取
りJ,「虫食い (欠浪1デ ータ)の補間Jと いう目的のため

に取り上げられている 目標が明確なことは理解を助け

るのに非常に役に立つ 少しばかり複雑な式でも追いか

けてみようとする気を起こさせるものである 虫は2階

差分を計算することで見つけ,虫食いは4階差分方程式

を反復法で解くことによっている ここまでくればスプ

ライン補間はもう一歩である.例は数値として与えられ

ているので,電卓で確かめてみることができる これも

非常に大事なことで,数値を書き写すこと, またグラフ

用紙にプロットすることで,数値計算に対する勘が養わ

れることになる 第 2章「入力から出力を知るJで も,

まず群発地震から地殻変動を予測するという問題が提示

されてから本論に入っていくという具合である

データ解析の教育で問題になることの一つに例題があ

る 現実のデータは教育者の専門によって分野が狭く固

定されたり, もっと悪いことには大量のデータになりが

ちで実際的ではない かといって人工的なデータでは現

実味がない 本書では20以上の適当な大きさの現実の

データが例題として取り上げられており,著者たちの関

心の広さと努力をうかがわせる 数例をあげれば, アジ

の漁獲量と地震数,海水温と海水準,二酸化炭素サイク

ル,地層の対比,セ イシュ,昭和新山の隆起,汚染域の

拡大,な どである これらは本書には数値としては与え

られていないが,著者たちの講義では学生に数値として

与えられて演習に使用されたものと想像する.

各章の内容に立ち入る前に予定の行数が尽きてしまっ

た。本書は1次元データについてはほとんどの トピック

が取り上げられており, また 2次元データ,移流項を含

んだ 2次元の熱伝導方程式までも含んでいる 実用に十

分役に立つ教科書で,学生だけではなく研究者にも薦め



たい本である。最後にもう一つ,科学用語に英訳がつけ

られているのは学生にとっては論文を読むときに役に立

つであろう

く朝倉書店,2001年 6月 ,154頁,本体 3,200円 >

宇津徳治

地震学 3版

評者吉井敏剋 ==4■■●|■
====|■ =二=■

■華

最近ではほとんど見られなくなったいわば正統的な地

震学の教科書である宇津の「地震学Jが,第 3版 として

装いも新たに登場 した 1977年 の第 1版出版以来,多 く

の研究者や学生に利用されてきた名著であるが, とりわ

け教師の立場にある者にとってはまことにありがたいバ

イブルのようなものである こうした本の性格上,前の

版 (1984年出版)に 比べて全体の構成に大きな違いがあ

るわけではない しかし, この間に得られた新しい知見

はきちんと取り込まれていて,図や表も最新のデータに

基づき改められている ざっと見ただけでも, フィード

バック地震計,反射法探査を含む地殻構造調査,摩擦す

べりの構成則,モ ーメントテンソル,震源過程のイン

バージョンなどの記述が追加・補強されているほか,

2000年 の鳥取県西部地震など,内外の最近の地震までも

さまざまな形で取り込まれている

引用文献が充実していることは,第 1版以来の本書の

特徴である この第 3版では第 2版の発行以降の最近の

研究を含む多くの文献が追加されていて,その総数はほ

ぼ 2倍の 1,000に もなった_こ の充実 した引用文献は,

評者のような不勉強な読者にとっては,本当にありがた

いことである 評者の研究室では,学生からの質問に詰

まったときなどには,「困ったときの宇津頼みJと 言って

本書を読むように勧めている。それで答が見つかること

が多いのだから,あ りがたいことである もっとも,地

震研とは違って,今の職場が目的の文献をすぐに見るこ

とができるような環境でないのは残念であるが

うっかり見過ごしてしまいそうな表紙のデザインに

も,著者らしい仕掛けがある 正方形の格子を半々の確

率でランダムに濃い薄いに塗り分けただけのものである

が, こうした本来はランダムである図形になんらかの

「規則性」 を認めてしまうような間違いを, 注意 してい

る.

見かけよりもはるかに多くの情報が詰まっているとい

うのが,本書の最大の特徴である 大まかな構成こそ第

2版 と大きな違いはないが, 新 しい情報を取り込むこと

で,外見だけでなく実質的な内容も一新された 第 2版

を愛用した読者も,ぜひこの新 しい版を求めていただき

たい

く共立出版,2001年 7月 ,376頁 ,本体 5,000円 >

宇野仔江子 著

淡墨桜

評者 力 武 常次  |==:=====|■|'==lll=|■■|

表紙の帯紙にある「東海地震への警鐘 現実と幻想の

混合の中に地震への警告を描いたこの作品はいま最も

ホットな小説だJと いう文句に釣 られて,本書を読むこ

ととなった まず小説の筋をざっと紹介することにしよ

う

岐阜県本巣郡根尾村には,樹齢 1,500年以上の天然記

念物「淡墨桜J(う すずみざくら)があり,シ ーズンには

観光客でたいへんな賑わいである。この巨木の花は咲き

はじめは淡いピンク色だが,次第に白っぼくなり,つ い

には淡い墨色となることで知られている この淡墨公園

に土産物店を出している根尾村の一家を実家としている

西川双美という女性がこの小説の主人公である

双美は東京の大学を出てOLを しているが,花見の忙

しいシーズンには休暇をとって,実家の土産物店の手伝

いをすることになっている この年にはその手伝いの際

中に高校の同級生三輪不二子に遭うというストーリーに

なっている 不二子は既に 2人の子持ちであった。

この奇遇の後,不二子は近くにある濃尾地震 (M80,

1891)の際出現した根尾谷断層を観察できる「地震観察

館Jを訪れる。ここからこの小説と地震のかかわり合い

がはじまる

根尾谷断層が再び活動するのは,1,000年以上先のこ

とだとしながらも,明応地震 (M82～84,1498)以来,

宝永 (M84, 1707),安 政東海 (M84,1854),同南海

(M84,1854),東南海 (M79,1944),昭和南海 (M80,

1946),… ……など多くの大地震で日本全土がいためつけ

られていることが述べられる

いっぽう双美は地震の脅威にさらされている東京での

OL生活を続けるが否かの屈折 した思いに悩まされてい

る ここで安政江戸地震 (M69,1855)や 関東地震 (M

79,1923)の 大被害が述べられている.不二子の幸福そ

うな姿もあり,双美は最終的には故郷に帰ることを心に

著

一弟
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きめて, とりあえずは岐阜の叔母の家に寄宿して職を探

すことになる 結婚相手の候補者 もみつかりそうであ

る

以上特にエキサイティングな小説というわけではない

が, 日本の地震危険性や地震情勢の見通しについて現在

地震専門家の多くが考えているポイントをほぼTFし く伝

えているという点で, ともすればむずかしくなる地震の

話を小説の内容に含ませて分かりやすく一般の人びとに

伝える本ということができよう

このような小説が書かれるということは, 日本の人び

とはいつも地震への恐怖を′ら、に抱いていること, また一

般の人びとの地震知識はかなり高いことを物語ってい

る

く鳥影社,2001年 3月 ,263頁,本体 1,500円 >

01地震101可能性■被1害想定|な講バ|る

島崎邦彦ほか 著

あした起きてもおかしくない大地震

評者 力武常次  ■■■■■■■■■■■■|■■■■■|

政府の地震調査委員会の有カメンバーである島崎君

が,地学的地震・火山問題の第 1部 を担当し (64ペ ー

ジ),残 りの第2部 は関連する防災・医療・通信などの

社会問題7人の専門家が各項目を比較的短く執筆してい

る

島崎君のことであるから, さぞかし高度の地震発生確

率の論議が述べてあるかと思ったが,難 しい数学的記述

は全面的に省かれていて,専門家にはやや物足りないか

もしれない 用語の総合的解説を目的とする「イミダスJ

(集英社編)の特別編集とのことであるので,社会人から

高校生を含めた一般国民向けの地震・火 |1問題解説書と

いうことのようである

ただし, きわめて最近の知識をS、 んだんに取り入れて

あるので,従来からの解説書を補完していて, 読́する

ことは大いに有益である

予想される大地震としては

○首都圏直下地震

〇東海地震

〇南海地震

〇函館平野西縁l_l層 帯による地震

○宮城県沖地震

○糸魚川―静岡構造線活断層系による地震

〇大阪・上町断層による地震

○大分・別府一万年山断層帯による地震

68-地震ジャーナル

などを取り llげて解説している

詳細は省略するが,首都圏直下地震の発生はかなり切

迫していると考えられていて,東京都・神奈川県・千葉

県・埼玉県などでは,被害想定が実施されている (た び

たび改訂)マ グニチュード72を想定 した場合,家屋倒

壊・地盤液状化・火災などの被害も著しいが,帰宅困難

者が 371万人に達するという試算もある.30年 くらいの

間隔で M7級の地震が起こる宮城県沖では, ここ10年

以内に地震発生となる確率は30%程度と考えられてい

る

東海地震については,従来からの見解に付け加えて,

最近の情勢が述べてある 具体的数値をあげていない

が,発生の確率はかなり高まっている (こ こ10年 で

30%く らいか?)静 岡県の被害想定はかなり詳 しく実

施されている 第 3次想定では,死者数は「予知なしJ

の場合 4,016人 ,「予知ありJで は790人 なととなってい

る

最近中国 。近畿地方の地震活動が活発化しているが,

いろいろの根拠からつぎの南海地震は2040年 頃といわ

れている

神戸地震以後,政府は活断層調査に力を入れている

が,そ の成果に基づいて,内陸活断層の活動によるいく

つかの地震についての予想が述べられているが,何 とか

して発生確率をより正確に求めたいものである

書評の紙面は尽きたが,主な火山についての活動の予

想もある また各専門家による社会問題の解説も重要で

ある.い ずれにしても,本書は最近の地震・火山問題を

手っ取り早 く理解 しようという人々の役に立つであろ

つ

く集英社,2001年 7月 ,95頁,本体 1,300円 >

|●1壌震1予知り夢t=叶う|力|?

上田誠也 著

地震予知はできる

評者 力武 常次  ■■■■■■■■■ |■■■■■■|■■|

本書の著者である上田君は,評者の親しい後輩で,地

球熱学やブレート・テクトニクスですばらしい業績を挙

げたことで知られている その上回君が「海のものとも

山のものともJ分からない,地電流観測による地震予知

の研究にここ10年 あまり取り付かれている.

この五汗究は, もともとはギリシャのバロッツォス (P

Varotsos)ら によるtヽ わゆるVAN法 (こ の研究を始め

た 3人 の学者の名前の頭文字をとって命名)を 日本で



チェックしようということで始まったようである

VAN法 による予知はギリシャではかなりの成果を挙げ

ているとのことであるが,1980年代初期にV氏の観測

室 (ア パートの一室)を訪間したアメリカの学者から聞

いたところでは, テレビのスイッチをいれると地電流言己

録紙上に異常シグナルとそっくりのずれが出るとのこと

であって, 当時テクトノフィジックス (TectonOphys

ics)誌からVAN一派の投稿論文を審査するよう依頼さ

れた評者にはあまリアピールしなかった しかし同誌の

編集長であった上田君の英断 (?)でこの論文は世に出

ることになった

上田君が上記の決断に責任を感じたのかどうかは分か

らないが, 自分の主宰するグループで VAN法類似の観

測を実行することになった 上田君の名声もあり,理化

学研究所の「地震国際フロンティア研究」として億単位

の予算が支出され,若千の成果があったことが本書に解

説されている この研究が予算打ち切りの苦境に瀕して

いるらしいが, どうせお金をかけるのならばもっと徹底

的に問題に取り組むべきであろう

なお,V氏は新聞報道などによると,いかにも「はっ

たり」に偏しているような印象をあたえるが,実際は生

真面目で控え目な物理学者で,なかなかに好感のもてる

人物であることを申し添えておく.

VAN法関連の話が長 くなったが,本書には地震予知

研究の歴史やVAN法以外の各種周波数を用いた地震予

知へのアプローチが解説されている。歴史については,

120ペ ージの小冊子であるのでいささか消化不良で, よ

り詳しく知りたい向きは,萩原尊證『地震学百年』東京

大学出版会 (1982)や 力武常次『地震予知―発展と展望』

日本専門図書出版 (2001)な どを参照されるとよい

いずれにしても,大地震にともなって,あ るいは先行

して震源域上空の電離層に異常が出現したり,パルス状

異常電波が放射されたりすることは, ほぼ確立された現

象となってきた 短期・直前の地震予知としては, これ

らシグナルの'l■質をより明らかにし,実際の予知に利用

することを考えるべきであろう.

<岩波書店,岩波科学ライブラリー,2001年 6月 ,

120頁,本体 1,000円 >
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氏名 片山恒雄

[か たやま つねお]

現職 独立行政法人

防災科学技術研究所

理事長,東京大学名

誉教授

Ph D

学 )

(ニ ューサ ウス ウ ェールズ大

略歴 東京大学工学部土木工学科卒

業,同大学院修士課程修了,ニ ュー

サウスウェールズ大学 Teaching

Fellow,中央大学理工学部土木工学

科専任講師,同助教授,東京大学生

産技術研究所助教授,中央大学理工

学部土木工学科兼任講師,東京大学

生産技術研究所教授,同附属国際災

害軽減工学研究センター(INCEDE)

センター長を経て現職

研究分野 都市防災,地震工学,災

害軽減における国際協力

著書 『構造物の振動解析』(技報堂

出版),『唐山大地震―今世紀最大の

震災』(監修)(朝 日出版社),『大地

が揺れ,海が怒る』(オ ーム社),『 防

災』CБ分執筆)(東大出版会),『東

京のインフラストラクチャー』(部

分執筆)(技報堂出版),『東海地震の

予知と防災』(部分執筆)(静岡新聞

社),『市民のための災害情報』(早稲

田大学出版部)

氏名 茂木清夫

[も ぎ きよお]

現職 (財 )地震予知

総合研究振興会理

事,東京大学名誉教

授

理学博士

略歴 東京大学理学部地球物理学科

卒業,東京大学地震研究所教授,同

所長, 日本大学教授を経て現職

研究分野 地震学,岩石力学

著書 『地震―その本性をさぐる』

70-地震ジャーナル

(東大出版会),『 日本の地震予知』

(サ イ エ ン ス 社),『Earthquake

Prediction』  (Academic Press),

『地震予知を考える』(岩波書店)他

氏名 井野盛夫

[い の もりお]

現職 富士常葉大学

環境防災学部学部

長,(財)静岡県防災

情報研究所所長,中

央防災会議専Pl委

員,地震調査研究推進本部専門委員

理学博士

略歴 東京教育大学理学部地学科卒

業,静岡県防災局長を経て現職

研究分野 地下水探査,防災行政

著書 『抗震』東海地震へのアプ

ローチ (静岡新聞社),『今だから知

りたい東海地震』(共著・静岡新聞

社),『名水を科学する』(共著・技報

堂出版),『地震予知がわかる本』(共

著・オーム社),『地域防災計画の実

務』(共著・鹿島出版会)等

氏名 松村正三

:ま つむら しょうぞう]

現職 独立行政法人

防災科学技術研究所

固体地球研究部門副

部門長

理学博士

略歴 東京大学大学院理学系研究科

地球物理専門課程博士課程中退,科

学技術庁国立防災科学技術センター

(現防災科学技術研究所)研究員,同

地震前兆解析研究室長,高度震源解

析研究室長を経て現職

研究分野 地震学,地震予知

著 書  SaJs7770`Oσ ′Oπ Jσs′π Cο″―

υ″rπ
`月

αた Bο zπごαり (共著 ,

TERRAPUB)

く掲載1贋 >

氏名 伊藤久男

[い とう ひさお:

現職 独立行政法人

産業技術総合研究所

地球科学情報研究部

門主任研究員

略歴 東京大学理学部地球物理学科

卒業,同大学院理学系研究課程 (地

球物理学専攻)中退,現職

研究分野 地球物理学,地震学

氏名 佐藤魂夫

[さ とう たまお]

現職 弘前大学理工

学部教授

理学博士

略歴 東北大学理学

部天文及び地球物理学第二学利卒

業,東北大学大学院理学研究科博士

課程を単位取得退学,弘前大学理学

部助手,助教授を経て現職

研究分野 地震学 (短周期地震動の

放射機構,地震波 トモグラフィー)

氏名 村上ひとみ

[む らかみ ひとみ:

現職 山口大学工学

部助教授 (理工学研

究科環境共生工学専

攻)

工学博士

略歴 北海道大学工学部建築工学利

卒業,同大学院理学研究科博士課程

修了,北海道大学工学部建築工学科

助手を経て現職

研究分野 建築防災学,防災システ

ムエ学



氏名 長谷川 日召

[はせがわ あきら]

現職 東北大学大学

院理学研究科教授

理学博士

略歴 東北大学理学

部天文及び地球物理学第二学科卒

業,東北大学大学院理学研究科博士

課程中退,東北大学理学部助手,助

教授を経て現職

研究分野 地震学

著書 彪昭πα′ゴε Sys`ο772S(MP

Ryan編 , Academic Press)(分 担

執筆)

氏名 橋本 学

[は しもと まなぶ]

現職 京都大学防災

研究所教授

略歴 京都大学大学

院理学研究科博士課

程修了,建設省国土地理院地殻調査

部観測解析課長,京都大学防災研究

所地震予知センター助教授を経て現

職

研究分野 地殻変動, テクトニクス

著書 『防災学ハ ンドブック』(共

著,朝倉書店)

氏名 斎藤正徳

[さ いとう まさのり]

現職 横浜市立大学

理学部教授

略歴 東京大学大学

院数物系研究科博士

課程修了,東京大学理学部助教授,

神戸大学理学部教授,東京工業大学

理学部教授を経て現職

研究分野 地球物理学

著書 『文化財探査の手法とその実

際』(共著)

氏名 古井敏剋

[よ しヽ  ヽとしかつ]

現職 日本大学文理

学部地球システム科

学科教授

理学博士

略歴 北海道大学大学院理学研究科

博士課程修了,東京大学地震研究所

助手,同助教授,教授を経て現職

研究分野 地震学

著書 『日本の地殻構造』(東大出版

会),『理科年表読本 :地震』 (共編

著・丸善),『新編 。日本の活断層』

(共編著・東大出版会),『地震の事

典 (第 2版 )』 (共編著・朝倉書店)

等

氏名 力武常次

[り きたけ つねじ]

現職 (財 )地震予知

総合研究振興会顧

問,東京大学・東京

工業大学名誉教授

理学博士

略歴 東京帝国大学理学部地球物理

学科卒業,東京大学地震研究所助教

授,lol教授,同所長,東京工業大学

理学部教授, 日本大学文理学部教授

を歴任,現在に至る

研究分野 地球物理学 (地球電磁気

学,地震予知論)専攻

著書 Eισc′Ю772αttO′JS″ απα ′力0

Eαγ′力
` Jπ

ォο″′ο4 Eα″′力czαたο P/2-

所ιι′072(い ずオ■も, EIsevier),『 地

球電磁気学』(岩波書店),『なぜ磁石

は北をさす』(講談社),『地震予知』

(中央公論社),『地震前兆現象』(東

京大学出版会),『団体地球科学入

門』(共立出版社)他
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編集後記
ここ 1～2年 ,

地震関連の研究

は目覚ましい発展を遂げた。プレー

ト境界面上のアスペリティーの研究

である 境界面上には,平常時から

「非地震性すべりJを続けている領

域があり,そ れに囲まれて「固着域J

が存在する.固着域は一気にすべり

運動を起こすので地震が発生する

したがって, この研究成果を地震予

知に活用するとすれば,研究の焦点

は固着域の大きさと場所を確定する

ことに絞られる このような地震像

が見えてきた背景には,高感度地震

計や GPSの 観測網が整備されたこ

とがある 高密度 GPS観測網が整

備されなかったら,「非地震性すべ

り」の領域が発見されなかったであ

ろうし,高密度地震観測網がなかっ

たら「固着域Jの存在は確定できな

かったであろう 広範囲な陸域プ

レートが一気に弾ね返る弾性反撥説

の時代からみれば,大 きな研究の進

歩と言える 地震計さえ列べておけ

ばよかった時代は去り,今や地震学

は「地震システム科学Jの時代に入

りつつある

もう一つの大発見はプレートの等

深線上に発生する長周期微動の発見

である 微動の震源は東海地方から

紀伊半島・四国地方と, フィリピン

海プレー トの深さ30 km付近に配

列している.微動の原因と考えられ

るものは,プ レー トの沈み込みに

伴って取り込まれた水分が高温高圧

下に絞り出されたものらしいが,い

まのところ半1然 としない.こ の研究

成果はプレート上面で何が起こって

いるかを知る上できわめて貴重な資

料となる

地震予知は病理と臨床という2つ

の柱をもつ医学に例えられる 人体

の構造やその働らき,病気の原因の

究明なくしては臨床的判断はできな

い.風邪や腹痛で片付けられる病気

ならいざ知らず,少 し高度な症状に

は病理の知識なしには治療ができな

tヽ 「そんな難 しい研究よりも,地震

予知に精を出してくれJと の要望は

よく判る しかし地震は風邪や腹痛

程度の簡単な現象ではなさそうであ

る 前述のような,一見予知とは無

関係な研究成果が予知の基礎を形成

することを知らなければならない.

近年,地震発生に伴う異常な電磁

波の存在が取り沙汰される.こ れを

用いれば予知は可能とさえ言う人が

いる 必ずしも地震の専門でない人

がこの研究に携わっているためか,

地震の専門家が電磁波に見向きもし

ないという一面だけが強調される節

もある しかし異常な電磁波の原因

究明がされない以上,研究者は興味

を示さないであろう 前述した長周

期の微動が水との関係で発生するな

らば, もしかすると異常な電磁波の

発生と結びつくかも知れない そう

なれば,多 くの研究者が興味を示す

ことであろう.こ う言った基礎研究

の後ろ盾があってこそ,予知研究は

学問技術としての市民権を持つので

ある

そうかと言って,学問技術の成果

を待ってはいられない。地震災害軽

減のためには,地震システム科学の

研究者だけの知識では役立たない

行政の理解,一般住民の協力なしに

は災害軽減は実現 しない.本誌の重

大な目標の一つは研究・行政・住民

の橋渡しを実現することにある し

かし本誌の内容は「難 し過ぎて理解

できないJと の批評をよく受ける

批評に応じて,少 しでもこの目標に

向けて努力しようと,理学だけでは

なく,工学の側面をも取り入れるよ

うに配慮してきた

本号でも,灰色情報問題やイン

ド・グジャラート地震の被害調査報

告を掲載した.し かしまだ理学偏重

の立場は堅持されている 前述した

ように,本誌は病理に例えて基礎研

究の必要性を強調する立場をとって

きた いわゆる研究者が編集陣を構

成 している以上,理学偏重は止むを

得ないとも考えている それでも本

誌の内容の改善と,読者層を意識 し

た取り組みを怠るべきではないと,

つねづね自戒 していることもまた事

実である

地震学が「地震システム科学Jに

昇華すれば,そ れに伴ってまた多く

の専門的知識の導入が必要となる

これを紹介しようとすると, ますま

す一般読者層の要望から離れた「研

究誌Jに なってしまうであろう そ

うかと言って基礎研究を重視する立

場を崩しては,本誌の重大な使命を

失 って しまうことにもなりかねな

い。要はバランスの問題である.バ

ランスを保ち続けるためには,多 く

の読者の素直なご意見, ご批評が支

えになる.編集後記の紙面を借 り

て,読者へのお願いというのは申し

訳ない気 もするが,本誌へのご意

見, ご批評を宜 しくお願いしたい

読者諸賢からの建設的なご意見, ご

批評があれば今後それを掲載するこ

とも考えている 批評者は実名,匿

名いずれも可.頂いたご批評が今後

の編集の上にどのように活かされる

かを見守って頂きたい   (YH)
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